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○塩野座長 それでは、ただいまから第 27 回独占禁止法基本問題懇談会を開

催させていただきます。 

 前回も御説明申し上げているところでございますけれども、改めて今日の議

題であります「審判制度の在り方について」、資料１に基づきまして事務局から

説明をお願いいたします。 

○東出参事官 では、資料１を御説明いたします。前回も御説明しております

ので、かいつまんでの御説明とさせていただきますので、よろしくお願いをい

たします。 

 審判制度の在り方につきましては、Ａ案、Ｂ案、Ｃ案の３案ということで整

理をいたしまして御議論いただくように用意をしております。 

 １ページ目の上の方の箱にありますのがＡ案でございまして、「不服審査型審

判方式」という名前を付けております。基本的に排除措置命令、課徴金納付命

令に不服がある場合に審判を行うという現行法の枠組みは維持するけれども、

適正手続の観点から所要の措置を講じるというのがＡ案の中身でございます。 

 「基本的な考え方」としましては、執行力のある命令を迅速に出す、これに

より、競争秩序を早期に回復するということと、審判のいたずらな増加・長期

化を防いで法執行の実効性を確保するということが眼目になっておりまして、

適正手続に関しましては事前の手続と事後の審判ということで、全体として適

正手続を確保する、それから、専門的判断・判断の統一性というものを、審判

を行うことによって確保するということが基本的な考え方でございます。 

 「補足説明」のところにありますけれども、事後審判ということですが、命

令の当不当も含めまして審判で精査するというところに事後審判を行うという

ことの意義があるのではないかとしています。 

 それから、審判を行いますので審判官の在り方ということが２として挙げて

ございまして、審判官につきましては法曹専門家にするというような御意見も

ございますけれども、法律的知識、事実認定、経済実態等に精通した者が全体

としてそろっているようにするということが適当ではないかということが審判

官の関係でございます。 

 「補足説明」で書いてあるところですけれども、審判官の独立性について、

公正取引委員会規則ではなく法律に格上げするとか、個々の審判事件を担当す

る担当審判官には法曹資格者が含まれるようにしていくとか、そういう改善と

いうか、措置を講ずることも適当ではないかということで挙げております。 

 １枚めくっていただきまして、３のところです。事前手続の証拠開示の関係

につきましてはａ案、ｂ案の２つを挙げてございます。行政手続法上の聴聞相

当ということで審査官手持ち証拠を開示するというものがａ案でございまして、

排除措置命令、課徴金納付命令は重大な不利益を課すものでありますので、行
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政手続法上の聴聞相当という事前手続が必要ではないか。それから、企業秘密

などの問題もあるわけですけれども、それはマスキング等で対応できるし、文

書提出命令を活用すればよいではないかという御意見もあるわけですが、文書

提出命令を申し立てるに当たって証拠特定の困難さということもあるので、審

査官手持ち証拠の開示というのは必要ではないか。これがａ案でございます。 

 ｂ案の方は逆でございまして、事前手続においては違反の存在を基礎づける

ために必要な証拠の説明を行うということと、処分対象者に証拠提出や意見提

出の機会を与えるということで対応すればよくて、審査官手持ち証拠を全部開

示する必要まではないということでございます。 

 排除措置命令につきましては、仮に行政手続法の適用がある場合でも聴聞と

いうことがスタンダードになっている手続ではない、また、金銭的不利益処分

については、行政手続法は適用除外になっておりまして、個別法にゆだねられ

ているということですので、行政手続法の聴聞相当の事前手続をすべきという

ことは必然的な話ではない。それから、事前手続において証拠の説明が行われ

ますし、文書提出命令で必要な証拠の提出を求めることもできるということで

十分ではないか。独占禁止法違反事件についての証拠は自社の証拠というより

は他社の証拠、取引先の証拠というものが結構数が多いので、競争者や取引先

の同意がないのに処分対象者に証拠を開示してしまってよいのか。企業秘密な

どの問題はマスキングで対処するということもあるわけですけれども、それは

多大なコストがかかるので、審査官にも処分対象者ではない競争者や取引先に

対しても負担をかけることになるのではないかというのがｂ案でございます。 

 もう１枚おめくりいただきまして、審判の在り方についてのＢ案には「事前

審査型審判方式」と名前を付けております。旧法の方式でありまして、まず審

判を行って主張と証拠を尽くした上で排除措置命令、課徴金納付命令をする。

ただし、法執行の実効性の確保の観点から、審判のいたずらな増加・長期化を

防止するための所要の措置を講ずるというものでございます。 

 「基本的な考え方」といたしましては、対審構造で審判をして適正手続を確

保するということと、それから独占禁止法の執行機関として公正取引委員会が

つくられているので、事前に審判で事実関係を精査した上で命令を出すことが

適当であろうということと、判断の専門性・統一性を確保しようというもので

ございます。 

 「補足説明」の２つ目、３つ目にございますけれども、審判のいたずらな増

加・長期化を防ぐための施策として緊急停止命令の改善とか、審決前に課徴金

納付義務が成立する仕組みを導入する、延滞金が発生するようにするというよ

うなことで、法執行の実効性を確保することが必要であるということが付け加

えてあります。 
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 それから、審判の迅速化・合理化というのは運用も含めていろいろ手を打つ

必要があろうということもあります。 

 審判官の在り方につきましてはＡ案と同じですので省略をいたします。 

 ４ページ目は証拠開示の関係でありまして、これもａ案、ｂ案と２つござい

ます。ａ案は行政手続法上の聴聞類似ということで、審査官手持ち証拠を開示

する。ｂ案の方は、審判において文書提出命令で必要な証拠の提出を求めるこ

とができるので、審査官手持ち証拠すべての開示まで行う必要はないというも

のです。 

 解説してありますところは先ほどのＡ案と共通するところが多いので、詳細

は省略をさせていただきます。 

 ５ページ目にまいりまして、審判の在り方についてのＣ案でございます。「通

常の行政処分方式」という名前を付けていますが、排除措置命令、課徴金納付

命令につきましては原則として行政手続法にのっとって行政処分をしてしまい、

不服がある場合には、審判を経ずに直接裁判所の方に取消訴訟を提起できるよ

うにするというものでございます。 

 「基本的な考え方」のところにありますが、早目に司法審査を求めることが

できるようにするということと、迅速に執行力のある命令を出して法執行の実

効性を確保する。この２つでございます。 

 「補足説明」のところですけれども、事前手続については証拠の説明とか意

見申述、証拠の提出の機会の付与ということで適正措置を確保すればよいでは

ないか。それから、公正取引委員会が独立行政委員会として設けられていると

いうことと、審判をしなければいけないことは論理必然的に結び付くものでは

ないので、そこは切り離して考えてよいのではないか。それからもう一点、判

断の専門性、統一性という話がありますけれども、その点については管轄の特

例をつくる、特定の裁判所に専属管轄を持たせるとか、審級省略をするとかそ

のような手段で対応できるのではないかというものです。 

 事前手続における証拠の開示につきましては、先ほどのＡ案と同じですので

詳細は省略をいたします。これもａ案、ｂ案と２案設けてございます。こちら

は審判の関係はございませんので、審判官の話というのは挙がっておりません。 

 資料１につきましては以上でございまして、残りの資料を御紹介だけさせて

いただきます。 

 資料２は、公正取引委員会に用意していただいた資料で、後ほど御説明があ

ると思います。 

 それから、今回も意見書を幾つかいただいておりまして、神田委員、佐野委

員、角田委員連名で意見書をいただいております。 

 それから、山本委員からも審判制度のやり方について意見書をいただいてお
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りますので、参考資料ということで配布をさせていただいております。 

 補足ですけれども、前回村上委員から意見書の御提出がありました。その中

に「行政手続についての意見」ということで今回の審判手続に関連した意見書

もいただいております。こちらのファイルの中にとじ込んでございますので、

必要に応じて御参照いただければと思います。 

 それからもう一つ、論文のコピーを参考資料として配布していますけれども、

平成 17 年改正の独占禁止法の施行後１年ちょっとたちましたので、改正法施行

１年の評価ということで根岸委員が論文を書いていらっしゃいましたので、参

考資料として配布をいたしております。以上でございます。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。特に御質問がなければ先に進ま

せていただきますが、今お話がございましたように前回会合で委員から審判に

関連しての御質問がございました。こうした点も含めまして、審判制度につき

まして公正取引委員会の松山局長から御説明をよろしくお願いいたします。 

○松山局長 それでは、御説明させていただきます。お手元の資料２に沿いま

して御説明させていただきます。 

 １枚おめくりいただきまして、「審判官審判制度における審判官と委員会との

関係」ということでございます。前回、村田委員からその点についての説明を

というお話がございましたので、簡単に資料にまとめさせていただいておりま

す。 

 まず関連の規定でございますが、公正取引委員会は審判手続を開始した後、

事件ごとに審判官の指定をするということで、規則で定めるところによりまし

て調査の嘱託あるいは独占禁止法 47 条の処分のほか、その後の審判手続、審決

を除くものにつきまして、その全部または一部を行わせることができるという

ことでございます。委員会の委任を受けて審判を行うということでございます

が、ただし、その当該事件について審査官の職務を行ったことのある者、その

他当該事件の審査に関与したことのある者については指定することができない

ということが法律で規定されております。 

 それから、事務総長は事務総局の事務全部を統理するわけでございますが、

その際に委員会が審判官を指定して行わせることとした事務を除く、審判官が

行う事務に関しては事務総長の事務の統理から外れているということでござい

ます。 

 また、審判官は審判規則によりまして職務を公正・迅速かつ独立して行わね

ばならないということが規定されております。 

 具体的にどういう形で行われているかということがその次の欄に書いてござ

いまして、審判官は公正取引委員会から委任を受けて審判を行っているという

形であります。 
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 それから、審判官の独立性ということでありますが、これは被審人と審査官

から独立して審判手続を行うということであります。 

 公正取引委員会は審判手続を審判官に委任しておりますので、個々の審判事

件の動向について一々の指示を行うということはございません。ただし、その

委員会に進行状況の報告あるいは審判官が必要と判断をすれば、委員会に法解

釈や手続等について確認、相談と申しましょうか、そういったことを行うこと

があるようでございます。 

 審判官は審判に提出された証拠、主張を踏まえて最終的に自らの責任の下で

審決案の作成をして、署名、押印をした上で委員会、被審人、審査官に提出し、

それを踏まえて委員会で最終的な審決が出されるということでございます。 

 こうした運用になっておりまして、審判官制度自身は適切に運用されている

と考えております。原処分、旧法でいえば勧告あるいは課徴金納付命令、それ

から新法になりましてからは排除措置命令あるいは課徴金納付命令という原処

分を委員会が判断、議決をして行われるわけでありまして、その後、審判手続

を経ても最終的な審決は委員会で行い、同じものが原処分の判断をし、かつま

た審判を経た上での判断、審決も行うということであるから結論は変わらない

ではないか、そういう面で意味がないのではないかという御批判もあろうかと

思いますが、実態はどうなっているかというと、そこに記載されておりますよ

うに、当初の委員会の判断とは異なる審決案が作成される場合もございます。

２ページ以下に幾つか例が書いてございます。 

 それから、当然のことながら審決案における審判官の判断と、最終的な審決

における委員会の判断が異なる場合もございます。 

 １枚おめくりいただきまして「様々な審決の例」ということで書いてござい

ます。当初はもちろん違反行為ありという形で審判開始決定を行うわけであり

ますが、審判を継続して審議をしている過程を踏まえて、最終的に違反行為な

しという形で審決が出されるケースもございます。 

 比較的最近の例として、技研システムの事例、それからアイジー会、三菱電

機ビルテクノサービスほか５名に対する件ということで、１番目の技研システ

ム、これは千葉の談合事案でございますが、それと３番目のビルテクノサービ

ス、これはビルメンテナンスの価格カルテル事案でございますが、この２件に

ついては違反事実なしという形での白審決が出ております。 

 ２番目のアイジー会に対する件ということでございますが、これは談合を行

っていた団体が途中で解散をしてしまいまして、審判開始をしようとしている

段階で既にその実態がなくなってしまって審判開始の取消決定をした事案でご

ざいます。 

 それから、当初の排除勧告等を行った時点における判断と異なる審決を出し
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たという例は数多くございまして、認定の法適用の変更をする、あるいは課徴

金の減額をしているという事例は数多くございます。 

 それから、審判官が審決案を策定いたしまして、その審決案をそのまま普通

は引用して委員会が判断を行うケースも多いわけで、所要の修正を行った上で

審決とするということも多いわけですが、場合によってはその審決案を引用し

ないで独自に法の適用や事実認定、証拠の評価等を行う事例もあるということ

でございます。 

 １枚おめくりいただきまして、当初の排除勧告の判断と異なる審決が出され

た例というものを幾つか書いてございます。 

 一番上に書いてございます大阪バス協会の事件、それから２つ目の日本冷蔵

倉庫協会に対する事件は排除勧告を行った段階では独占禁止法８条１項１号の

課徴金相当事案であるということを前提に審判開始決定をしたわけでございま

すが、審判における双方の主張を踏まえて、最終的には８条１項１号の成立は

認められないという形で、大阪バスについては一部の行為のみ８条１項４号、

その他の行為には白、冷蔵倉庫協会の事案に関しましては、８条１項４号には

該当するけれども、１項１号には該当しないという判断をしております。 そ

れから、ソニー・コンピュータエンタテインメントに関する件ということで、

これは一般指定の 13 項の拘束条件付取引に該当するという形で審判を開始し

たわけでございますが、幾つかの類型のうちの一つの中古品の取扱制限につい

てはその制限自身を単独で違反行為とは認定していないということで勧告時、

審判開始決定時とは違う判断をしているということでございます。 

 それから、ミツワ自動車に対する件、ニプロに対する件というのは取引妨害

あるいは私的独占の事案でございますが、いずれも審判をやっている最中に既

に違反行為がなくなっているということで、違法宣言審決ということで、違法

な行為はあったけれども、格別の措置を命じないという形で内容が変更されて

おります。 

 その次が、課徴金の減額をしている審決です。これも数多くございまして、

ここに書いてございます東芝ケミカルですとか東京無線タクシー、水田電工

等々の事案について、課徴金の一部の減額をしている審決がございます。 

 それから関東造園に対する件、これは協業組合等に関しましてカンセイの最

高裁判決というものが出たものですので、一般の率の６％を用いるのではなく

て中小企業の３％の率を用いるということで算定率の変更をしているという事

案でございます。 

 以上が資料の説明でございますが、先ほどお話をさせていただきましたよう

に、当初の委員会の判断と審判官の審決案が異なるというのは現実に数多くご

ざいまして、どうして同じ公正取引委員会という大きな組織の下において判断
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が異なるのかという疑問があるかと思います。 

 当然のことながら、公正取引委員会の組織として、審判開始を行うまでの時

点、それから審査活動ということで、公正取引委員会の審査局という部門での

調査の結果に基づいての判断ということでありまして、それも審判になります

と審判に提出されました証拠から、それぞれの主張を審査官側、被審人側双方

がするわけでありまして、それを踏まえた上で審判官は自らの責任の下で審決

案の作成を行うということでありますので、当然審査官側の主張どおりという

こともございますが、違う結論が出ることもあるという実態でございます。 

 資料の説明は以上でございます。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。村田委員、何か御質問はござい

ますか。今のことで一応よろしゅうございますか。 

○村田委員 はい。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。それでは、今日は「審判制度の

在り方について」ということで、資料１に沿いながら御議論いただきたいと思

います。議論の仕方は既に取りまとめの方向に向けまして前回、前々回議論を

進めてまいりました。大体同じようなやり方でいきたいと思いますが、よろし

ゅうございますか。 

 前回と同じように神田委員、佐野委員、角田委員での連名での意見書、それ

から先ほど御案内にありましたように村上委員からの前回出ていた意見書、そ

れから山本委員からの意見書が提出されていると思いますので御確認をお願い

したいと思います。 

 そこで、神田、佐野、角田の３委員、今日はどなたがされますか。お願いし

ます。 

○角田委員 本日神田委員は欠席でございますが、今回も佐野委員、神田委員、

私の３名の意見をまとめさせていただきました。今回は、私がお手元にありま

すペーパーを基に３名分の意見を述べさせていただきたいと思います。 

 審判制度については、公正取引委員会による厳正・迅速な法執行が重要であ

ると考えております。適正手続の要請があることについて理解できないわけで

はありませんけれども、そうした要請に傾き過ぎる余り、厳正・迅速な法執行

が阻害されるということは問題があると考えられ、そのような基本的な立場か

ら、審判制度については現行法の枠組みを維持して適正手続の観点から所要の

整備を行うというＡ案に賛成するということでございます。 

 Ｂ案は、旧法と同様の事前審査型の審判方式を採用しつつ、「審判の徒な増

加・長期化を防止するための所要の措置を講ずる」ということを付け加えてお

ります。審判の増加、長期化防止の必要性については、現実的に考えると、「適

正手続の観点から、対審構造のもとで審決の形で命令を行う」立場を取りつつ、
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「審決前に課徴金納付義務が成立する仕組み」を講ずることは困難ではないか

と思われます。Ｂ案を採用した上で審判の増加・長期化防止措置が法制的に困

難として見送られてしまえば、結局単に旧法の方式に戻るだけとなってしまい、

審判の増加・長期化によって人的リソースの面からも厳正・迅速な法執行が阻

害されるということが懸念されます。 

 また、前々回の懇談会の議論では、違反金の基本設計に関しては併科方式を

原則とする旨が確認されました。併科方式は、簡明・客観的な要件に基づく迅

速・効率的な行政処分と、悪質・重大性に対する刑事罰とで役割分担を行うと

いう方式です。そうした役割分担を基本に位置付ける以上、厳正・迅速な法執

行の阻害というリスクを侵してまで審判を事前手続化する必要は薄いのではな

いかと考えました。 

 なお、独立行政委員会である公正取引委員会の専門性を重視するという立場

から、Ｃ案については賛成できないということでございます。 

 次に証拠開示手続についてですが、事前手続、審判手続ともにこれまでの懇

談会におけるヒアリングを含めた議論からしまして、全証拠の開示を基本とす

る必要性までは感じられないということでございます。 

 他方、全証拠の開示を基本とした場合には、全証拠の中でほかの企業の企業

秘密など、開示が適当でない部分を選別して、その部分をマスキングする作業

が必要になりますけれども、そうした作業が多大な手間とコストを要すること

は事務局ペーパーでも述べられていたとおりということでございます。また、

多大なコストと手間がかかることから、手続の遅延によって迅速な処理が阻害

されることも懸念されるということがございます。 

 消費者保護の観点、または市民の立場ということから、そうしたマイナス面

を甘受してまで、全証拠の開示を基本とする制度に移行する必要は薄いと考え

たということです。 

 以上です。 

○塩野座長 ありがとうございました。佐野委員、特に付け加えることはござ

いませんね。 

○佐野委員 はい。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。それでは、次に村上委員どうぞ。 

○村上委員 私の意見書はこの冊子の一番上にとじてもらっているようです

ので、基本的にはこの意見書に沿って少し長目ですが、話させてもらいたいと

思います。 

 Ｃ案の意見の論陣を代弁する形になろうかと思います。私は、事前聴聞制と

取消訴訟とを組み合わせた手続を採用すべきという意見であります。事後行政

審判は現行手続、事前行政審判は改正前の手続でありますので、具体的な姿が
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明らかになっています。 

 それで、取消訴訟にいく手続についてはどのように制度設計すべきかという

ことですが、判断の統一性を確保するために東京地裁が専属管轄権を持つべき

であると考えております。現在でも独占禁止法違反の差止請求訴訟が提訴され

ると、会社法関係の事案を担当する東京地裁商事部に配分されることになって

おります。そこで、東京地裁が審決取消訴訟の専属管轄権を持つことになりま

すと、東京都地裁商事部が受け皿になって事実上、専門部として機能すること

になります。そういう意味で、日本の裁判官の中でもビジネスに通じ、かつ最

も優秀と評価されている裁判官が担当することになるのであって、十分信頼に

足る司法審査ができるものと確信しております。 

 最初の第１点目が、行政審判の論拠への批判というか、それでいいのかとい

う意見になります。行政審判を維持すべきと主張する論拠というのは、第１に

組織形態としての独立行政委員会と行政審判とは歴史的に結び付いていること。

第２に、独立性、専門性を発揮する独立行政委員会制度を存続させるために行

政審判が必要である。この２点にあると考えております。 

 独立行政委員会という制度と行政審判が歴史的に結び付いているということ

は事実であります。ただ、既に韓国を始めとしてアジアの幾つかの国では、独

立行政委員会と行政審判とを切り離して、独立行政委員会という組織と大陸法

的な行政手続とを組み合わせた制度をとっています。そういう意味で、今日で

は独立行政委員会と行政審判とを結び付けるというのは絶対的な要請ではなく

なっていると考えています。 

 それから、競争法の手続を国際的に見た場合、これは既に海外調査の結果か

ら明らかになっていますように、大陸法の国では競争当局が行政処分を下し、

不服のある者は裁判所に行政処分の取消訴訟を提起するという日本と同じ行政

手続を採っているわけです。 

 英米法の国ではどうかといいますと、競争当局は基本的に訴追機関として機

能しておりまして、裁判所または類似の機能を持つ審判所に対して排除措置命

令の発行を求めて民事提訴をするという手続を採用しております。 

 それと比べて、行政審判制度というのは競争法の世界では今日では採用する

国は少なく、極めて例外的にしか存在しない手続となっているわけです。しか

も、新規に競争法を制定する国で行政審判という制度を採る国はないわけで、

ほぼ過去の遺物といっても過言でないような手続になっていると評価されます。

そういう意味で、日本に見られる事前であれ、事後であれ、行政審判に対する

過大な評価というのは改めるべき時期にきているのではないかというのが第１

点でございます。それから、今のような議論で行政審判の廃止というのは必ず

しも公正取引委員会という独立行政委員会制度の廃止と結び付くものではない
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ということになります。 

 第２点目が、専ら現行の事後審判制度に対する批判になります。私は行政審

判のエッセンスというのは独立した審判官、公開制、実質的証拠法則の３点に

あると考えています。中でも行政審判が不服申立てや処分庁への異議申立てと

異なるのは、実質的証拠法則及びそれに伴う提出証拠の制限がかかっていると

ころにあると考えています。実質的証拠法則というのは、実質的な証拠があれ

ば、審決の事実認定は裁判所の事実認定を拘束することを言いますし、提出証

拠の制限とは、高等裁判所の訴訟において行政審判で提出しなかった証拠の提

出は禁止されるというルールを言います。 

 そういう意味で、行政審判手続の下では裁判所も公正取引委員会というか、

専門行政機関の事実認定を尊重せざるを得ない制度であり、その分だけ裁判所

の司法審査が制約を受けている手続になっているわけです。 

 それで、なぜその場合に事後行政審判は事前行政審判と違って非常に適正手

続上問題があるか。これは、事例で考えてみればすぐわかる形になります。前

の前の意見書に書いた事例ですけれども、例えば、私が何か不埒な行為をした

という事実関係に基づいて懲戒免職手続の調査が開始されたと仮定します。そ

れで、調査の結果、やはり担当処分庁が不埒な行為を働いたので免職処分を行

うことを考えているという通知がきます。それで、反論するならば反論しろと

言われれば当然反論します。それが、いわゆる事前通知に対する申述手続にな

ります。 

 それで、そんなことはしていないと言って反論するわけですけれども、やは

り処分庁は不埒な行為をしていたと認められるとして行政処分である懲戒処分

を下すことになる。今の手続は、懲戒処分を下ろした場合にはそこで効力が発

生しますから、そこで懲戒処分の効力が発生し、私が相手方ならばそこで職を

失う形になるわけです。 

 それで、納得できないと言って、不埒な行為を現実にしたかどうかという事

実関係を争おうと思った場合に、事後行政審判制度ではその処分庁に審判請求

を申し立てる以外の手続はないということになるわけです。委員長の言葉でも

ありませんが、おれたちは自信を持って処分しているのだという、そこへもう

一回審査請求を申し立てざるを得ない。処分庁に不服申立て、再審査を申し立

てる以外の道はないということで、審判請求を申し立てても覆ることは期待で

きないという形になっています。 

 しかも、先ほど申しましたように、実質的証拠法則と新証拠の提出制限がか

かっていますから、一番大事な不埒な行為をしたかどうかという事実認定につ

いては、高等裁判所に上訴して争う道も事実上閉ざされているという制度にな

るわけです。そういう意味では、裁判を受ける権利を失わせるに近く、これは
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私は憲法上の適正手続、デュープロセスの原理からいっても、事後審判制度と

いうのは非常に不公平な手続であると思っております。 

 次にまた本論に戻りますけれども、いずれにしろ効力が発生してしまってか

ら不服申立てをどこにするかというのが事後審判の一番の問題点でありまして、

この点については行政処分に対して執行停止を簡単に認めることによって事後

制をなくしたらどうかという主張もあるわけです。 

 ただ、そもそも行政処分というのは専門行政庁が違反行為を認定して排除措

置が相当であると判断した上で下すものであって、効力を持つと直ちに執行さ

れるべきものであって、執行停止が認められるのは、争って結論が覆る可能性

があるとか、相手方に回復困難な損害を与えるような極めてまれな事例に限ら

れるべきであります。また、そういう形で簡単に執行停止を認めるのでは、何

のために前回の改正で迅速に法執行を図るために執行力を持つ行政処分を先に

下ろすことにしたかという、そこの改正の目的も達成できないことになるので、

簡単に執行停止を認めることによって事後制をなくすということはあり得ない

と思っております。 

 そういう意味で、事後行政審判というのは世界中のどこにも存在しない手続

でありますし、憲法上の適正手続の保障に反するような制度であって、基本的

には日本だからといって存在が許されるような制度ではないと考えております。 

 次は、専ら事後よりも事前の話になります。その点、事前審判というのはま

だ命令の効力が発しない、執行力を持つ命令を下す前の段階の審判ですから、

まだこちらの方は論理的には存在する価値があるというか、正当性はあるだろ

うと思っております。ただ、事前審判の致命的な欠陥というのは、かかる時間

の長さにあります。通常２年とか３年の時間はかかります。 

 なぜかかるかというと、審判官が証人尋問等の事実審理を尽くして、審判に

提出された証拠から違反事実を認定し、更に相手方に反論があった場合はそれ

に対する回答を記載した判決と同じ審決案というものを作成しなければならな

いわけです。これは一般の訴訟手続と同じことなので２年、３年は簡単にかか

るという形になります。 

 それから、事前審判を支持する方の意見で、カルテルとか談合は違反事実の

認定が重要であるけれども、企業結合のような公正取引委員会のいわゆる専門

性が発揮される事件、合併事件のようなものが行政審判にふさわしい。こう主

張されることが多いわけです。 

 これも、明白な誤りであります。日本では事例がなくてアメリカの例しかあ

りませんけれども、アメリカでも連邦取引委員会、同じ独立行政委員会の行政

審判がそういう事件で使われるということはありません。実際にはどうやって

いるかといいますと、専ら連邦取引委員会が地方裁判所に対して審決が確定す
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るまで企業結合、合併の発生を差し止めるというプリミナリーインジャクショ

ン、予備的差止命令の勝ち負けで勝負がつくという実務になっています。 

 なぜそういう実務になるかといいますと、プリミナリーインジャクションと

いうのは日本でいう仮処分手続を思い描いてもらえばいいわけなので、とりあ

えず止めるか止めないか、６か月くらいでけりがつく。そこで勝負がついて、

審判手続は開始されない。なぜかという理由がそこに書いてあります。 

 事業者としては、合併を仮にしてはならないという差止めの命令が認められ

た場合、裁判所の仮処分でもそういう命令が出たら合併できませんから、それ

を更に争って４年後、５年後に自分が勝ったとしても、そのときにできなかっ

た合併が４年後に同じ状況で実現できるということは絶対にあり得ない。裁判

所からとりあえず合併してはだめだという命令が出たら、その合併はあきらめ

るというのが事実になります。 

 逆に、連邦取引委員会の方としても、その仮処分の命令で却下されてそれが

阻止できなかった場合には当然２つの企業は合併しますから、それをわざわざ

その後、審判開始決定をやって、何年後にその合併はやはり違法であったから

元に戻せという命令が出たとしても、それこそ合併して一つの組織体になった

ものをもう一回２つに元に戻すなどということは実際には不可能なわけです。 

 そういう意味で、合併事件その他の事件についても裁判所がその仮処分手続

でどちらに判断したかによって決着がつくので、審判というのは開始されない

というのが実務になるわけです。審判期間の長さというのは致命的で、そうい

う専門性の高い事件においても行政審判というのは、結局は使われるものでは

ない。 

 それは、市場支配的事業者による排除措置命令でも同様であるわけなので、

実際には日本でいうならば緊急停止命令の申立てに対する裁判所の決定で勝負

がつくことが多くなるという実務になろうかと思います。そういう意味で、事

前審判制は専門性の高い事件でさえ活用されるというのは期待できるものでは

ないということになります。 

 そういう意味では公正取引委員会が時間のかかる審判手続を嫌い、迅速性を

重視して事前審判制を廃止したこと自体は、前回の改正というのは非常に賢明

な選択だろうと思っています。ただ、それが事後にいったのがまずいというこ

とになると思います。 

 それから、実際に最近のアメリカの例ですけれども、連邦取引委員会の行政

審判で、審判官が違反行為がないという審決案を作成して書いたのを連邦取引

委員会が、いやそうではない、やはり違反だというふうに覆した事件が３件ば

かり続いて、評判というか、話題になっているわけです。 

逆に言えば、審判官の独立性が強いといってもしょせんその程度であって、
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最後は公正取引委員会が簡単に引っくり返すものであるというか、審判制の独

立性を変に強くすると奇妙な結果をもたらすというべきなのか。そういう意味

で、私は行政審判というのはその時間の点からいっても、システムから言って

も、本質的に欠陥の多い制度だと思っております。 

 最後は、それではどうするかというところで、専門性の高い事件については

事前手続を重視、整備しろというのが正論だと思います。そのために、意見申

述手続という今の手続では必ずしも十分ではないので、むしろ正式な聴聞手続

として事前手続を重視する。つまり、現実にあるものではＥＵ競争法上の事前

手続と同じような聴聞官制度というものを設けるのが望ましいと考えておりま

す。 

 実際にどうやるかといいますと、ＥＵ競争法上の聴聞官というのは聴聞にお

いて司会進行を務めるほか、事業者の営業秘密の秘匿とか報復措置がとられる

おそれがあるという観点から、開示証拠の範囲を決定するのが実際の役目とな

ります。それから、聴聞の結果を聴聞官は直接委員会に報告できるという権限

を持っております。 

 そういう意味で、審判手続は２、３年はかかりますけれども、聴聞というの

は基本的に書面手続であって、審決案のようなものを作成する必要もないため

に、普通は２、３か月で終えることができるシステムであります。それから、

実務上、行政審判というと、どうしても立会審査官は審判開始決定書違反の違

反事実の存否に焦点を絞るし、それを維持しようという形で一生懸命、審判活

動を行います。しかし、聴聞手続というのはもっと弾力的な手続であって、公

正取引委員会が聴聞における命令案に対する反論などを聞いて、変更すること

がもっと柔軟にできる形になります。ましてや、こういう形で事前手続として

事前聴聞を整備していけば、重複して同じ手続を繰り返す必要はないのであっ

て、事前行政審判も不要であることは明らかであろうかと思います。 

 それから次が証拠の話ですが、事前聴聞手続を整備する場合には違反事実を

立証する証拠については公正取引委員会が事前に証拠整理を行い、当然営業秘

密や機密性のある証拠は除きますけれども、そのほかの違反事実を立証する証

拠については名宛人に閲覧、謄写できるようにすべきであろうと考えています。

現行の手続では、他社から立入検査で入手した文書とか、他社の従業員の供述

調書については閲覧・謄写までは認めていないわけですが、そこは改めるべき

であって、少なくとも公正取引委員会は訴訟とか審判において違反事実を立証

する責任はあるわけなので、その手続を少し早目に進めるということは実務上

簡単にできる話であろうかと思っています。 

 これで最後ですか、いずれにせよ独占禁止法違反に対するペナルティという

のは、カルテルにしろ、私的独占にしろ、だんだん重くなっていくのだろうと
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思います。それだけに、適正手続とか相手方の裁判における手続というのは十

分に保障される手続を取るべきであろうと考えております。 

 長くなりましたが、これで言いたいことは申し上げました。 

○塩野座長 どうもありがとうございます。 

 ただ、国際的に標準的なものと、それから日本法の特色とが混在して、これ

が真理であるというふうに発言しておられるので、そこは皆さんも注意をして

いただきたいと思います。 

 １つだけ申しますと、皆さんにお配りした２ページのところですけれども、

行政処分というのは当然に効力を持つと執行されるべきものであるとされてお

ります。これは日本ではそうなのですけれども、アメリカでは基本的にはそれ

を本当に執行する場合にはむしろ行政機関が裁判所に訴えなければいけない。

行政の自力執行力というのは基本的にはアメリカ法ではないという原則だとい

うふうに私は理解しています。間違っていれば、中川さんから御訂正ください。 

 それから、ドイツは確かに執行ができますが、不服審査あるいは訴訟を提起

しますと執行力は原則として停止されます。原則停止です。日本は原則不停止

で、要件を満たせば、それは裁判所の決定によって執行停止になるということ

ですけれども、ドイツの場合には訴えを提起することによって原則は停止する。

しかし、執行する必要がある場合には今度は逆にその執行をしなさい、執行し

てもいいといったことになっているわけでして、全体的な国際的な標準でいき

ますと、日本は行政処分の効力あるいはそれを早期に実現するということに非

常に意を用いてといいますか、そちらの方向に傾斜している国であるというこ

とを申し上げておきたいと思います。 

 しかし、他方、国際的には大体、今こういうものが標準ですよというのが村

上さんの御指摘です。それは私も本当かなというところもありますけれども、

私には反論する力はありません。日本法としてはそういう点もございますし、

また今の行政審判手続の事後審査手続は憲法違反で裁判を受ける権利を奪うと

いうようなお話もございましたけれども、それも少なくとも国会を通っており

ますので、政府あるいは国会としては違憲ではないということですし、立法政

策上の当否は別として、学説上もそれが直ちに違憲であるという意見は余り聞

いておりません。そういう議論はもちろんありますけれども、それは必ずしも

一般的な通説ではないということでございます。 

 それからもう一つ、外国のことで申しますと、ＥＵのときは裁判所は何審制

ですか。 

○村上委員 事実審は一審で、二審制で、第一審裁判所とＥＣ裁判所の２つが

あります。 

○塩野座長 二審制ですね。 
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○村上委員 二審制です。 

○塩野座長 そうすると、日本も現在も二審制ですね。今度、あなたの場合だ

と三審制にするということですね。 

○村上委員 私は別に二審制であって悪いと言っているつもりはありません。 

○塩野座長 では、二審制でもいいわけですね。 

○村上委員 二審制でも構いません。 

○塩野座長 そうすると、あとは実質的証拠法則の問題ということですね。 

○村上委員 ただ、そうすると行政審判というのはそもそも何者かという議論

が出てくるのだろうと思います。 

○塩野座長 それは何度も申し上げておりますように、行政審判とはこういう

ものであるという定義規定はございません。村上さんとの対話はこの程度にい

たしまして、次に進ませていただきたいと思います。 

 それでは、次に山本委員からの意見書が提出されておりますので、お願いし

ます。 

○山本委員 意見を全般にわたって述べさせていただきますが、まず審判制度

の在り方につきましては司法審査を重視しておりますＣ案の趣旨に賛成をいた

します。それから、裁判所による裁判との選択制を採ることが可能なのであれ

ば、Ａ案をそのように修正していかれるべきだと思います。Ｂ案には賛成でき

ないということであります。 

 理由の第１点でございますが、現行法上、排除措置命令・課徴金納付命令と

いうのは「直ちに効力を生じる」ということになっております。特に課徴金が

制裁金である色彩が強くなっております現行法の下では、これに対する名宛人

の防御権というものを充実確保するためにも適正手続が要求されるのではない

かと思います。攻撃防御方法の公平性とか「適正手続」ということになれば、

裁判所の司法審査というのはまず欠かせないと思います。 

 第２点目は、公正取引委員会が「訴追機能」と「審判機能」の両方を持つ制

度というのは「手続の公正さ」・「攻撃防御の公平性を保障する」という観点か

ら問題が残るのではないかと考えております。 

 第３点目は、「知的財産権」や「医療過誤」等の「特殊事件」も裁判所で審査

されております。これに対して、カルテルや談合事件の主要な争点というのは

主として「事実認定」の問題になっておりますので、その特殊性というものも

現行制度の根拠とはなり得ないだろうと考えております。現に多くの談合事件

が民事、刑事、両面で裁判所で審理されておりますが、格別不合理な判決が出

ているようなことはないと考えております。 

 第４点目が少し問題なのでありますが、不服審査を裁判所で行うことにより

まして、同一事件の「多数当事者」がそれぞれ違う裁判所に提訴することにな
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ることもある、いわゆるまた割き論によって混乱を来すのではないかという疑

問も出てくるかと思います。それは、例えば東京地方裁判所、大阪地方裁判所

に管轄を集合させることで解決できる問題であると思っております。第二審は

東京高裁だけ、あるいは東京高裁・大阪高裁併存ということでもよかろうかと

考えております。最終的な法解釈の統一はもとより、最高裁判所で解決される

仕組みに変わりがないということでよかろうと考えております。 

 したがいまして、司法審査を重視しますＣ案に賛成いたしますけれども、裁

判手続と審判手続とを選択できる制度が可能であれば、Ａ案を修正する形でも

よかろうかと考えております。Ｂ案の方は、少し賛成できないと考えておりま

す。 

 それから、事前手続における証拠開示についての問題でありますが、これは

Ａ案に賛成をいたします。その理由というのは、公正取引委員会の手元には争

う側に有利な証拠も存在するはずなのであります。しかし、争う側にとりまし

てはそれが存在するかどうか、存在するのかしないのかということすらわから

ない状況にある。特にカルテル談合などの場合には、公正取引委員会は争って

いる会社以外の会社の証言や書証を証拠として利用することが多いと思われま

すけれども、この場合、審査官は審査官の主張に沿う部分だけを証拠として提

出するにすぎないと思われます。 

 ところが、処分対象者が他の会社について調査することは事実上、不可能な

状況にあります。このことを考えますと、少なくとも処分対象者に有利な証拠

については、法律上審査官にこれを提出する義務を負わせることが必要なので

ありまして、審査官側の証拠開示を実効性あるものとすべきものだと考えてお

ります。 

 特に、今後はいつ違法行為をやめたのか、違法行為からの離脱と認められる

のかなどというように、非常に複雑な事件が増大することが予測されるのです

けれども、争う側の証拠収集能力には限度がありますから、審査官には積極的

かつ幅広い証拠を提出する義務を負わせるべきではなかろうかと考えておりま

す。したがって、ａ案に賛成いたします。 

 それから、審判官の在り方を簡単に申し上げますと、審判制度が維持される

といたしました場合、事件担当の審判官には独占禁止法の知識、経験を持った

弁護士など、法曹資格者を指定して公平性、専門性を高める方策をとるのが妥

当だろうと思います。審判官の構成でありますが、特に３人の合議体の場合に

は裁判所の合議体構成にできるだけ近付けまして、２名は法曹資格者を充てる

ことが望ましいのではないかと思っております。 

 審判官の独立性につきましては、第１に法律で審判官の独立性を定めること、

現在は政令規則のようでございます。 
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 第２に、審判官の作成した審決案を委員会が変更する場合もあるという御説

明でございましたが、その場合、委員会はその理由を説明しなければならない

ようにする必要があると思います。 

 審判官の大幅な増員につきましては政令で７名と今はされているようですけ

れども、もう少し大幅な増員をしてはどうかと考えております。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。あらかじめ御意見をいただいて

いる方々は以上でございますので、どうぞこれからはどなたからでも結構でご

ざいますから御自由に御発言いただきたいと思います。 

 それではまず諸石委員、それから根岸委員とお願いいたします。どうぞ。 

○諸石委員 私の意見を申し上げる前に今、神田委員、佐野委員、角田委員か

ら御意見をいただきました。それについての御質問を非常に簡単にしますので、

また簡単にお答えいただいたらと思います。 

 この御意見書の最初のパラグラフでございます。適正手続の要請があること

については理解できないわけではないけれども、そうした要請に傾き過ぎる余

り、厳正・迅速な法執行が阻害されることには問題がある。これがすべての大

前提だと思います。迅速というのはわかります。スピーディーにということで

すが、厳正というのは一方で制度の適正手続を犠牲にしてもということから言

えば、この厳正というのは適正手続のことをおっしゃっているわけではない。 

 そうすると、厳正というのは何なのだろうか。厳重、重いということを意味

しているのであればわかりますけれども、厳正という言葉は普通は厳罰に処す

というのと適正手続というようなことを意味するかと思いますけれども、適正

手続ではなくて厳正にというのはどういう意味なのか、ちょっとよくわかりま

せん。 

 それから、２枚目の最後のところで、今までの議論からは全証拠の開示を基

本とする必要性までは感じられません。結局、マスキングをするのは手間とコ

ストがかかるから手続が遅延する。したがって、全証拠の開示は必要ない。こ

れもやはり迅速ということだろうと思います。この場合に、つまり相手方とし

て全証拠の開示を経なくて、そういうことでやりますと、開示をしないという

ことと迅速とがどう結び付くのだろうか。 

 例えば、刑事訴訟法で刑事手続を迅速化するために新たに法改正をして事前

手続をつくって、それによって争点の証拠をあらかじめ出して、それで全体の

手続を早くしようというふうな動きがなされました。 

 一方で、こういうことで事前には証拠は見せないということだったら、それ

を受ける側としてはそれを見せてもらって争おうと思ったら審判をするしかな

い。結局、そうすると証拠を見せないということが、見せる手間を惜しむとい

うことは、しかし、後で手続が長くなるということにつながるのではないかと
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いう心配があるのですが、その辺のところを犠牲にしてまでマスキングをする

手間を省くことが大事だろうという御趣旨なのか。質問でございます。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。ついでに諸石委員、最後まで御

自分の意見をおっしゃっていただいて、それから改めてお２方のどちらかに今

日お伺いするか、または別の機会にお伺いするか、どうかその辺はよろしくお

願いいたします。 

○諸石委員 私の意見としましては、Ｃ案ということで考えております。 

 今の山本委員の御指摘、あるいは村上委員の御指摘とほぼ一致いたしますの

で、その辺のところはそちらに譲るということで、迅速ということがＡ案の基

本になっているものだろうと理解するのですが、競争秩序を回復するという面

と、制裁を加えるという面とを考えまして、競争秩序の回復というのは迅速性

を要する。それに対してはインジャンクションとか、そういう対応があり得る

と思います。 

 制裁を科すのに、迅速であるということがそれほど必要なのだろうか。ある

いは今、審判が増えているのは争って、その間の支払いを延ばして資金繰りを

楽にする。そういうものが審判が増えている原因だと、たしか委員長の御発言

でもそうだったと思いますが、果たしてそういうものだろうか。早く金を払い

たくないから審判にかけてやっているのだという基本の御認識が少し違うので

はないか。ほかの刑事手続だとか、あるいは諸外国のケースを見ましても、起

訴官庁がといいますか、行政機関が起訴をした時点から罰金に金利を付けると

いう制度を採っている例というのは、私の知る限りでは世界中でない。その金

利をかけることによって争う権利を抑制しようという発想はおかしいのではな

いか。そうしますと、そもそもこの間の法改正のときに事後審判にしたという

理由は、争い得にして支払いを延ばさせるのを防ぐというのがほとんど唯一お

っしゃった目的だと思いますが、その基本のところがおかしいのではないかと

思います。 

 事後審判ということになりますと、それまでのところではほとんど証拠の対

象としての対象物という扱いであって、当事者としてというのは意見陳述くら

いしかない。そういう程度で、前にも申しましたけれども、極端な場合には数

千億から１兆という課徴金があり得る。そういうものを課するのに、意見陳述

を聞いただけでそういうことができるという手続が妥当なのだろうかというこ

とを考えております。 

 審判という事前手続を充実させるということについては、Ｃ案であってもや

はりそういうことはしていただきたいと思うし、それが公開だとか対審構造だ

とか、あるいは証拠開示だとか、そういうことと結び付くと考えておりますが、

それによって、それだけの手続で実質証拠法則によって裁判所がその判断に拘
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束される。あるいは、村上先生は審級省略はいいとおっしゃいましたけれども、

私はやはり通常の審級で、審級の利益はあってしかるべきだと思います。 

 そういうことから言いますとＣ案で、事前の聴聞手続というものをできるだ

け実質化していただきたい。審判に時間がかかっているというのも理由はさま

ざまあると思いますが、主として証拠の開示がされない、あるいは主張もなか

なか出てこない。いわば冒頭陳述のままの状態で、しかも期日がなかなか入ら

ない。そういったことが今の長期化の原因になって、そこら辺は争点整理、証

拠開示、事前手続、準備手続的なものを充実して、その上でやっていけば幾ら

でも早くできる。そんなふうに考えておりまして、結論としましてＣ案という

ことを申し上げたいと思います。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。いつも諸石さんに同じ質問をし

て申し訳ないのですけれども、それだとＢ案とどこが違うのか。つまり、審級

の問題と実質的証拠法則はやめてほしい。それはなぜやめてほしいのですか。 

○諸石委員 実質証拠法則ということで、今の審判でなぜ時間がかかるかとい

うと、実質証拠法則があるために審決取消訴訟で出すかもしれない主張は全部

審判で出しておかなくてはいけない。それが時間かかかるというのが実務の感

覚です。それから言いますと、実質証拠法則をとることはいわば一審、審級省

略以上に強い効力を持つわけでございます。そのためには、よほどしっかりし

たものでなくてはならない。そこまでの独立性を保った、一審相当のものがで

きるだろうかということでございます。 

○塩野座長 わかりました。先ほどの御主張をどんどん詰めていくと、やはり

今の審判制度をもう少し効率的にしっかりやればいいということに尽きると思

います。ただ、やはり地裁から始めたいということなのですね。 

○諸石委員 はい。地裁と、審級と実質証拠法則は……。 

○塩野座長 やめてほしいと。またなぜなのかというのはまたお伺いすること

があるかもしれません。どうもありがとうございました。 

 では、角田委員お答えをどうぞ。 

○角田委員 諸石委員の２つの質問うちの、第１の「厳正・迅速な」というと

ころの「厳正」ということにつきましては、厳正かつ迅速な執行が望ましいと

いうことです。事前審判制になりますとやはり争い得を招くことになるという

ことで、争い得を招かない実効的な防止策が確実に講じられるならばＢ案とい

う選択肢も場合によってはあるのではないかという意見です。厳正かつ迅速な

法執行という両方の目的が担保されるためには、やはりＡ案ではないかという

のが３人の意見ですので、先ほど諸石委員がおっしゃった重いというようなこ

とになるのかなということでございます。 

 証拠開示の方も含めまして、今日は神田委員が欠席ですので、もう一度取り
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まとめまして次回に御説明できるようにさせていただきたいと思います。 

○塩野座長 次回までにというとちょっと遅くなりますし、今日これに基づい

てワーキンググループがそろそろ動き出しますので、次回にもちろん御披露い

ただくことになると思いますけれども、それまでにできれば早目にお願いしま

す。 

○角田委員 それでは、早目に事務局の方に御連絡させていただきます。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。 

 それでは、根岸委員どうぞ。 

○根岸委員 この審判制度の在り方について議論するときに、Ａ案、Ｂ案、Ｃ

案とあるのですけれども、私の考えではＡ・Ｂというのが１つのくくりで、Ｃ

案というのは別のくくりになっていると思います。これは私の考えでは非常に

重い選択であって、今までＣ案という御意見も出ておりますけれども、私の考

えでは歴史を逆転させるような非常に重いお話であったと思います。それは結

局のところ、公正取引委員会という行政機関を通常の行政機関にしてしまう。

少なくとも長期的にはしてしまうということにつながるというので、私は大反

対であります。 

 今日は確かに競争政策というか、競争というものに対して、言葉が悪いです

が、追い風というのか、あるいは社会的に評価されてそれなりに定着している

と思いますけれども、しかし、歴史を振り返ってみれば、私の感じでは途中で

もし公正取引委員会が独立性を持った委員会制度でなければ、独占禁止法も公

正取引委員会もなくなっていた時代があったと思います。そういうことをやは

り十分認識しなければならないと思います。 

 競争というものに対する日本の社会の規範意識というか、そういうものが談

合に典型的に現れておりますけれども、常に談合というものに揺れたわけです

ね。必要悪であるということで常に揺れ、場合によっては建設業界を適用除外

にすべきだなどという議論まで比較的近い段階でもあったわけで、そういうこ

とを十分認識する必要があると思います。 

 したがいまして、もしＣ案ということになりますと、これまで独占禁止法と

か、あるいは競争政策というものが社会にそれなりに根付いてきた。公正取引

委員会があったから根付いたというだけではもちろんない。外圧とか、さまざ

まな理由がありますけれども、しかし、その一つの大きな理由は公正取引委員

会という日本では必ずしも普通のあれではなかったということがあずかって大

きな力になったと私は思います。 

 そして、村上先生がおっしゃったことに少し関連しますが、どこの国でもや

はり独立性に非常に意を尽くしているわけですね。だけど、なかなかその独立

性というものは行政機関の中で難しいわけであって、別に通常の行政機関にな
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ろうなどということはどの競争官庁も考えていないわけです。どこの国でもそ

れなりに独立性をどういう形で維持しようかと考えているということで、独立

性を持ったこういう委員会制度が何か過去の遺物であるというような評価はち

ょっとできないと思います。 

 そういうことで、基本的には私はＡ案、Ｂ案というのが１つのくくりで、Ｃ

案とは全く違うものだと理解しております。その意味で、Ａ案、Ｂ案というの

は絶対的にどちらがいいという問題ではないと思います。私はＡ案に賛成では

ありますけれども、しかし、例えばＡ案を採るとしても、今までいろいろ議論

が出ておりますように、あるいは何回か前に弁護士の方がおっしゃったように、

やはりもう少し事前手続に何か工夫がないかということはあるのです。私は技

術的にどうするのかなかなかわからないところがありますけれども、事前手続

にもう少し工夫が必要だと思いますので、そうであればＡ案でそれをやってい

くということでございます。もちろんそれが難しいのであればＢ案ということ

もあるかもしれません。 

 ただ、Ｂ案になったときには、やはりそれなりにまさに迅速な処理というこ

とを別に考えなければならない。結局のところ、迅速・効率的な事件処理と適

正手続をどうバランスを取るかという問題であって、それはＡ案でなければな

らない、Ｂ案でなければならないとは私は思いませんで、今のように工夫をし

ていただければどちらもあり得ると思っています。 

 それから、いつも誤解と言うのも僣越ですけれども、自分で取り上げて自分

で判断するというのがどうもけしからぬという意識がずっと多くの人にあった

と思うのですけれども、釈迦に説法で恐縮ですが、これは行政処分なわけです。

行政処分を慎重な手続でやるというわけだから、それは行政機関が取り上げて

判断するのは当たり前のことなわけであります。それで、日本の公正取引委員

会がモデルにしたＦＴＣ、連邦取引委員会ですね。これはまさにそのとおりで

あって、連邦取引委員会がコンプレイン、事件を取り上げて、まさに審判開始

決定をする。そして、最後のファイナルデシジョンというのも委員会がやる。

ですから、自分で取り上げて、最後に自分で決定をするわけであります。これ

はもちろん行政処分を慎重な手続でやる。それで、審級制度とも関わって、そ

れは慎重にやるのだから審級制度を二審制にする。そういう仕組みになって、

実質的証拠の原則というものもそれに付いているわけです。したがって、自分

が取り上げて自分で判断するというのはそういう意味では当然のことである。 

 次に、両方の批判があると思いますけれども、自分で取り上げておいて簡単

に引っくり返すのか。それはまた問題があって、それなりに調べて取り上げる

わけですね。したがって、審判手続を経たからと言って簡単にころころ初めの

判断が引っくり返るのも、これまた非常に問題があるわけです。 
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 しかし、取り上げたものは絶対に変わらない。これまた問題があって、それ

はまさにその中間が多分あるべき姿であって、日本でも先ほど紹介がありまし

たように取り上げたものがそれなりに修正を加えられて最終的な判断になるこ

ともある。それなりにあるわけで、そんなものがしょっちゅうあると、何でこ

れを取り上げたのだという問題が起こるわけです。 

 それから、アメリカの場合は先ほど村上委員から御指摘があったとおりであ

りまして、私も前に御紹介したことがあると思いますけれども、審判官という

のは日本よりは独立していると思います。イニシャルデシジョン等もやります。

しかし、そもそもイニシャルデシジョンがコンプレインと違う判断をしたとい

うことはあり得るわけです。それで、違う判断をしてもちろん最後の委員会が

そのイニシャルデシジョンどおりのファイナルデシジョンをすることもある。

しかし、イニシャルデシジョンを引っくり返してファイナルデシジョンでは違

う判断をすることもあるということであって、行政処分を慎重な手続でやると

いうことからそれは生じた問題であって、自分で取り上げて自分で判断するの

はけしからぬというのは理由がないと私は思います。 

 それで、最終的にちょっと細かいところは私もわからないところがあります

けれども、Ｃ案とＡ・Ｂ案というのはひとくくりだというふうに私は考えてお

ります。 

○塩野座長 わかりました。どうもありがとうございました。 

 ただ、今アメリカの例を出されましたけれども、日本の現行法は２度やるの

ですよね。結局３度判断したのですね。２度か３度かでちょっと違うと思うの

です。 

○根岸委員 ＦＴＣと今の違うところはおっしゃったとおりです。２つ違うと

いうことは前にも私は申し上げたかと思いますが、処分の事前審理手続になっ

ているということと、審判官の特性という点ではアメリカとは違うところがあ

る。それは日本の現状というか、それに日本の社会の競争に対する規範意識と

か、あるいは他の行政機関の手続とか、いろいろ総合的にそうなっているとい

うことで、おっしゃるとおり違います。 

○村上委員 論点だけ一度確認させていただきたいのですが、私は根岸先生と

変わらないところは変わらないわけです。 

 第１点は、行政処分を下すまでにある程度慎重な手続が必要だろう。そこは

全く同意見です。それが何できちんとしたいわゆる行政聴聞制度、対審的な行

政聴聞制度では足りなくて、第一審と類似な行政審判でなければならないのか

ということです。もう一回それを見直す場合に、自分で一回執行力を持たせた

ものを何で自分のところでもう一回見直さなければならないのか。それはしか

るべき第三者の本来の日本の司法制度ならば、きちんと裁判官がもう一回見直
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して司法審査を行う制度になっているので、それで足りないのか、論点は大し

て変わらないと思います。 

 それから、組織論の話は議論があって、私は組織論と行政審判の話は切り離

すべきだと思います。私がもう古い制度だと言ったのは、行政審判制度が今や

過去の遺物に近い古い制度だといっているのであり、組織論として競争当局が

どういう姿であるべきかというのは、全く違う議論だと思います。 

 それは今日、独立行政委員会がいいという意見もありますし、例えば公正取

引庁のように大臣がいるような独任制行政庁がいいという意見もあって、そこ

は議論があるわけです。例えばアメリカならば競争政策をやっている一番の司

法省の司法長官というのはキャビネット、内閣のメンバーでありますし、欧州

委員会は競争総局を担当する委員というのは欧州委員会という執行機関の一員

なわけです。 

 そういう意味では、完全に独立した組織がいいのか、それともいわゆる独任

制行政庁がいいのかというのは根本的な組織論として大きな議論があるところ

で、私はそこは切り離すべきですし、日本ではまだ公正取引委員会は、独立行

政委員会の方式でやるべきだというところについてはだれも今のところ反対す

る人はいないので、そこは切り離して議論していいのではないかと思います。 

○塩野座長 では、増井委員どうぞ。 

○増井委員 私は、審判制度の在り方についてはＢ案に賛成をしたいと考えて

います。 

 そして、審判による引き延ばしを防ぐために、課徴金に対する延滞金は、理

論的には違法行為があったときから徴収できるとは思いますけれども、現行法

のような取扱いを尊重すると、例えば審判開始決定の通知書の謄本が送達され

た日から徴収するということも考えられると思います。 

 それから、法の 70 条の９の 3項の括弧書きにあるように、審判請求があると

その課徴金の延滞金の割合が半減するというところは大いに検討を要するとこ

ろであると思います。 

 最後に、これは後で議論をしていただきたいと思っていますけれども、排除

措置命令の審判手続と課徴金納付命令の審判手続とは、原則併合として併合し、

例外的に分離することができるという形で事件の迅速処理を図ることを御検討

いただきたいと思います。 

 まずＢ案を採る理由の一番大きなものは、排除措置命令も、課徴金納付命令

も、被審人、即ち、事業者の権利利益を侵害するし、場合によったら企業の死

命を制することもある。そういうことを考えると、適正手続を保障する必要が

ある、ということを重視するわけです。 

 極端な言い方をしますと、何も事前の手続がないと、まず「懲役３年」と制
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裁を科しておいて、後から「おまえに言い分があるならば聞いてやろう。」とい

うことになってしまう。 

現行法の場合は、確かに意見の陳述と証拠の提出の機会があるわけですけれ

ども、もしそれでは不十分であるとすると、適正手続の保障という観点から見

て、これは問題がある。もし意見の陳述なり、証拠のケースが十分なものであ

るということになりますと、事後の審判は要らないということになってしまう。

したがって、現行のＡ案というのはいわば重複部分がどうしても生じてくる。

それは、避けたい。 

ただ、Ｂ案の一番のネックは先ほど神田委員等からもお話があるように、実

際に引き延ばしにあってどんどん迅速な命令の発付なり、その執行が遅れてし

まう。そこで延滞金の問題が出てくる。 

 この延滞金の問題は非常に難しい問題です。穿って考えると、Ａ案というの

は法の 70 条の９にある延滞金を早期に付けるための苦心の案とも考えられま

す。一応、事前の意見の陳述なり証拠の提出の機会を与えて、いったんはとに

かく行政処分で出す。そして、そこから延滞金を付けるという趣旨で苦心の策

だろうと思うのですが、やはり無駄があるし、被審人の防御権、真実の発見等

の適正手続の保障から見ると問題がある。 

 そこで、延滞金をどうするかということが問題になります。私は前にも申し

上げたのですけれども、独占禁止法に違反する行為というのは、広い意味で不

法行為に属する。その不法行為について民法はどういう考え方を採っているか

というと、最高裁の昭和 37 年の９月の判例は、不法行為のときから当然に遅滞

になる。それから、於保さんの本を引用しましたけれども、ローマの法のこと

わざで、「盗人は常に遅滞をなすとみなされる」という考え方があります。これ

は法の一般原則を示したものと考えることができる。この考え方に従うと、理

論的には、本来、独占禁止法違反の行為をした日から延滞金を徴収することが

できるということになるはずですが、現行法との連続性とか、延滞金の額が余

りにも大きくなり過ぎるというようなことを考えるとすれば、先ほどいったよ

うに延滞金は審判開始決定通知書の謄本の送達の日の翌日から起算すると言う

ことにして妥当なところに収めることができる。 

 このような考え方は、一言で言えば、審判で争うのならば自分の責任で争い

なさい、争って違反行為がなかったとなれば、それはもともとの課徴金も課さ

れないし、もちろん延滞金も課されない、もし審判の結果、やはり違反行為が

あったとなれば、課徴金とそれに対する審判開始決定の送達の翌日からの延滞

金を払え、ということです。つまり、審判を請求して争う側は自分のリスクで

争うのが望ましいということです。 

 この延滞金の利率は、現行法では年 14.5％、審判請求をすると 7.25％になり
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ますけれども、かなり高い率でそのリスクを負わせています。そういうリスク

を持ってくれば、いたずらに審判請求をするということはあり得ないと考える

わけです。 

 次に、法の 70 条の９の３項の括弧書きで、事業者側が審判請求すると延滞金

の利率が半分になっています。しかも、その半減については、何の制限も付い

ていない。これは非常に問題です。 

 私がそれを問題としたとき、これは実は国税通則法の規定に倣ったという説

明がありました。 

そこで、国税通則法の規定を見ますと、「必要があると認めるとき」には異議

審理庁は徴収を猶予する、そして、徴収を猶予した場合には延滞税は２分の１

になるという規定になっています。 

 その「必要があると認めるとき」ということの内容は、異議通達の 105 条に

よれば、国税の取消しが見込まれるとか、ある程度合理的な理由がある場合に

限っているわけです。 

 そうすると、この 70 条の９の３項の括弧書きは、その審判請求に理由がある

と見えるときというような条件を付けないで、無制限で、審判請求さえすれば

延滞金の利率を半減させるというのですから、不合理な規定だろうと思ってい

るわけです。 

 結論としては、Ｂ案を採って、そして審判で争うときはその審判の開始を求

めた事業者、被審人のリスク、責任で争ってもらう。そして、もし違反行為を

したと認定されれば、審判開始決定をしたとき以降の延滞金も 14.5％で取って

もらう、このことによって、この迅速性を保持し、徒な審判請求を阻止したい

と考えているわけです。 

 次に、審判官の在り方の問題についてですが、私はＢ案を採ると訴追する者

と審判をする者とが同一であるという色が薄れるという点も利点になると考え

ます。しかし、その一方で、この問題はトップのところでは、つまり公正取引

委員会というところでは、必ずその問題は生じる、独立行政委員会のいわば宿

命であると思います。そういうことを考えると、余りここに重点を置いて考え

なくてよいのではないかと思っているわけです。 

最後に、この問題の３つ目にありますのが証拠開示の問題です。行政手続法

の 18 条の規定に拠れば、違反行為の存在を証明する証拠について閲覧を求める

ことができるとなっていたと思います。確かに、改正法では行政手続法の規定

を適用しないとなっているわけですけれども、実質的には同じように考えてよ

いのではないか。 

資料１の４ページを見ますと、独占禁止法違反事件では被審人の競争者や取引

先の資料が審査官手持ち資料の大部分を占める。そこからこれこれの問題が生



 26

ずると書いてあります。これが実質的に一番問題だと考えます。この点をどう

考えるかが問題ですが、この処分の事由については主張責任、立証責任は公正

取引委員会がすべて負うということが大前提になっているかと思います。そう

すると、ａ案のようなところまで考えなければいけないのか。むしろ参考にな

るのは、行政不服審査法 33 条のような規定も参考にしていいのではないかと考

えています。 

○塩野座長 ありがとうございました。先ほど来、根岸委員からの御指摘もあ

りましたように、このＡ案、Ｂ案、Ｃ案の区分けのところは、似たものをやる

といろいろ似たものの組合せがあって、審判手続という点から言うとＡ、Ｂが

付くのですけれども、Ａ、Ｃの組合せというのももちろん考えようによっては

あるわけです。ただ、普通の考え方から言うと審判手続をどう処理するかとい

うことでＡ、Ｂと、それからＣの対立というものが対立軸としては議論する際

には一番重要なポイントではないかと思っておりますので、御発言もそういう

趣旨でいただきたいと思います。 

 では、石井委員どうぞ。 

○石井委員 ちょっと風邪を引いておりまして声が出なくて申し訳ありませ

ん。いろいろ過去において迅速性がないとか、ごね得だとか、そういう意味で

法律が改正されたわけでございますけれども、しかし、よく考えてみると今回

の改正はやはり弊害があるのではないかと思っております。何をもって独占禁

止法に違反しているかということについて、独占禁止法の規定は抽象的な要素

が多いと思うのですね。 

 例えば、競争の実質的制限や公正競争の阻害などは基本的なところで抽象的

であいまいなところがあるわけでございますので、個別の事件ごとに、これは

違反しているか、違反していないかということが争われるわけでございます。

したがって、その段階で事実認定あるいは証拠の評価、判断が難しいケースが

多々あると思うのです。 

 そういう意味で、事前審査が十分になされないことは問題があるのではない

か。今回の改正においても、先ほど根岸委員が言われたようにペナルティとい

うものが非常に高いわけでございますので、もしも誤審があった場合、企業の

存続が危ぶまれる。実際に新聞に出たというだけで企業の倒産する例というの

が、特に中小企業の場合などには絡んできます。体力が弱いだけに対応できな

い。取引が全然成立しなくなってしまう。そういうこともあるわけでございま

すので、公正取引委員会が一方的な審査で処分を行っていくことは不適切なの

ではないかと思っております。 

 被処分者の防御権というのは是非考えていただきたいと思いますし、処分を

行う前に被処分者の意見というものを十分に慎重に聞いていただく事前聴聞手
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続というものをないがしろにしてはいけないと考えております。そういう意味

で、Ｂ案を支持したいと思っています。それからもう一つ、審判手続における

証拠開示でございますけれども、審査審判における適正手続の確保というのは

大変重要だと考えております。しかも、その中でも資料の閲覧、謄写制度の充

実、秘密保持の徹底を図っていくべきだと思いますので、ａ案がよいと思いま

す。以上でございます。 

○塩野座長 ありがとうございました。いろいろな角度からの御意見もござい

ますけれども、ちょっと整理しておいた方がいいと思いますのは、迅速という

ことを言われているのですけれども、先ほどちょっと諸石委員でしたか、課徴

金の場合の迅速とは一体何だろうかということで、私もどうせ取るものは取る

のですから別に早目に取るとか何とかという問題はない。延滞金の問題はちょ

っと別にしまして。 

 そうすると、課徴金の問題よりは排除措置命令の方の迅速性が問題となるの

ではないか。つまり、それこそ行政処分の早期執行ということがあるのですけ

れども、それはどういう命令であると迅速性が非常に重要かという点だと思い

ます。その点について、企業結合のことについて村上委員が多少おっしゃった

かと思いますけれども、あれも違法宣伝が出れば後からでもそれで一つの大き

な効果になると思うのです。 

 ほかに何かあるとするとしたら、先ほど配られた根岸委員の論文を見ており

ましたら指名停止が非常に効果があるということなんですが、そのほかに何か

実務的にいって指名停止以外で、指名停止というのは一種の間接的な効果です

ね。よそがやっていることですから直接的な効果ではないですね。ただ、その

ほかに排除措置命令でそれを迅速に執行しなければいけないという具体的な例

を出していただくと議論がもう少し深まると思います。事務局の方から、ある

いは公正取引委員会の方から何か適切な例を出していただけますか。あるいは

次回でも結構ですけれども。 

○松山局長 次回にさせていただければと思います。 

○村上委員 よろしければ典型例として、私はカルテルの事件より一番大事な

のは略奪的価格設定とか何とかの事件の場合には、命令はやめろという命令で

す。それが出てすぐに執行できないとまずいというのは、それが続くとそれこ

そ数か月のうちに競争相手が皆、市場から排除されて、何か月後かにやめろと

いう命令があってももう市場の状況は完全に変わっている話になる。 

 それから、大きな事業者がやる排他的取引みたいな、おれとだけ取引すると

いうのをやった場合で、それで小さな事業者というのはその時点で例えば並売

店から排除されて市場からはじき出されるという話になりますので、まさしく

排除措置命令でそういう命令というのは迅速に執行しないと、時間がかかって
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は市場の状況が変わってしまって回復不可能な状況になる。まさしくそういう

事例になるかと思います。 

○塩野座長 そうすると、排除措置命令のすべてが迅速性が必要である。ある

いは、課徴金は迅速は私は要らないと思うんですけれども、排除措置命令です

べてが迅速性が必要であるということにはならない。むしろ談合はもう終わっ

ているわけですね。迅速も何もないわけですから。だからカルテルも大体終わ

って、あるいは公正取引委員会が動き出したらそんなことは相当な自信がない

と続けられませんね。そうすると、今のような例で、それこそ不当廉売や何か

はここで取り上げていいかどうか。独占禁止法の守備範囲かどうかという、そ

の辺のお話なのです。 

 ですから、よく皆さんがおっしゃっている独占禁止法のコアではない部分に

ついて迅速性が必要である。しかし、それは消費者にとって大変重要なお話だ

ということがありますと、それは別の考え方で、既に日本法でも裁判所に緊急

の停止命令を出してくれるというルートがあるわけで、先ほどのお話のように

アメリカ人はそれを使っているのです。なぜ日本人がそれを使えないのかとい

うこともひとつ議論をしていただきたいと思います。 

 つまり、私が言いたかったのは、迅速、迅速という場合の迅速というのは何

か。それから、遅延すると何がいけないかというと、当事者は自分で争ってい

るわけですから、そうするとマクロの問題として考えて公正取引委員会のスタ

ッフ等々のいろいろなコストが非常にかかる。皆がとにかく不服申立てをして

みようなどということになる。そうすると、それはマクロの問題であって、個

別の救済の問題、事件処理の問題ではないということになりますので、その辺

のやや前提としている事実問題ですね。迅速性とか、コストがかかるとか、そ

ういった点についてもう少し細かな議論、論点を出していただくと、ワーキン

ググループの方でいろいろ議論をする可能性があります。 

 増井委員、どうぞ。 

○増井委員 今の座長のお話でちょっと理解ができにくかったのは、課徴金納

付命令については遅延、迅速性の問題がないという点は本当にそうなのだろう

かという気がします。 

 というのは、課徴金の納付命令を現実に事業者が課された場合には、納付命

令書の謄本から３か月以内に納付しなければならないと決められているわけで、

いつその課徴金納付命令がなされるか、要するに、何億という課徴金をいつ払

わなければいけないのかというのは非常に大事な問題で、やはり迅速にやって

もらわなければ困る。それが今日あるのか、１年先にやるのか、３年先にやる

のかというところは関係者にとって非常に大きな影響があると思います。それ

に加えて延滞金の問題も付け加わってくる。 
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○塩野座長 私は、国庫にとって特に侵害ではないと。 

○増井委員 国庫というよりは、私の言っているのは当該被審人といいますか、

事業者にとっては、いつ課徴金納付命令が出されるかということは非常に大き

な影響があるのではないか。先ほど石井委員が言われたこととも関連するんで

すけれども、やはりそういう課徴金納付命令を早く出すことが企業、事業者に

とって非常な負担にもなり、そしてそれが独占禁止法違反行為の抑止力にもつ

ながってくる。こういうことだろうと思いますので、課徴金納付命令について

迅速性の問題がないとは私は言えないのではないかと思うんです。 

○塩野座長 その辺はちょうどいいので詰めていただきます。では、諸石委員

どうぞ。 

○諸石委員 今おっしゃった議論の執行力と遅滞の問題としますと、現在でも

審判請求をしたらたしか執行力は停止されるんですね。ですから、それから言

いますと迅速性の話は遅滞の議論と、宣言的な意味は別にしまして、執行力か

らが言えば今でも審判をしたら直ちに執行するとは言わないで……。 

○松山局長 強制徴収をしないというだけであって、課徴金納付命令自身が旧

法のように失効するものではもちろんございませんので、当然その納付期限か

ら延滞金が付いていくというのが現行法の……。 

○諸石委員 延滞金はそうなんですけれども、いわゆる執行力は今……。 

○松山局長 強制徴収をしないという形になります。ですから、自分で審判請

求はするけれども、延滞金が付くのが嫌であれば納付をした上で争うというこ

とは可能であるということです。 

○諸石委員 今の話は、遅延利息の問題ではないかと。 

○増井委員 それもあるのでしょうけれども、事業者は３億ならば３億という

課徴金を納付しなければならない、債務を背負い込んでいる。その効力自体は

失われない。そこを言っているわけです。そのことは無視できないのじゃない

かということです。 

○塩野座長 そこはどの程度無視できないかはわからないのですが、要するに

それは企業サイドからすれば債務は負うけれども、いつ支払うかという問題だ

としますと、そこが問題だということになると、今、申立てをすれば執行は止

まりますから、債務は負っているけれどもということになる。 

○増井委員 その限度で言われるのでしたら、おっしゃる趣旨はわかりました。 

○塩野座長 あとは、延滞金の問題はまた別の問題ということになります。 

 それから、私の理解では、基本的には私は不法行為論で割り切っていること

は法制的にも可能だとは思うのですけれども、その辺はまたもう少しワーキン

ググループ辺りで詰めませんと法制上の問題がありますということです。 

 西田委員、どうぞ。 



 30

○西田委員 私は基本的には増井委員のお考えに賛成なので、確かに迅速性と

いうことから言えば略奪的な不当廉売のようなものが対象になるのかもしれま

せん。そういう意味では、迅速性という切り口で言うと対象行為を区分して規

制のやり方を変えるということは十分あり得ることだと思います。 

 しかし、この懇談会の基本的なスタンスは独占禁止法のエンフォースメント、

執行力を強化するにはどうしたらいいか。そのための多様な手段ということな

ので、迅速性と抑止力というのは違う問題であるということはよくわかります

けれども、しかし、抑止力という観点から見たときには増井委員のおっしゃる

とおりではないかと思うわけです。 

 私も基本的にＡ・Ｂ案とＣ案というのはやはり対立軸になっておりまして、

Ｂ案を採っても増井委員の言われるような制度が可能ならば、それはそれで一

つの考え方だろうと思いますが、私は基本的にはＡ案を支持するわけですが、

根岸先生の御論文などを読んで、これだけの新制度の下で劇的とまで言ってい

いのかはわかりませんが、変化が生じているということは、独占禁止法の執行

力の強化にとって今度の改正は十分意味があったという気がしております。 

 それと同時に、確かに指名停止等は国交省とか他の官庁がやることではあり

ますけれども、我々で言ういわゆる起訴休職制度みたいな、起訴されると休職

するというふうな制度は採れないわけでしょうから、恐らく行政処分として排

除措置命令とか納付金命令等は出ている。だから、成立しているということを

前提にしないと、他の官庁も動けないということになりますと、総合的な抑止

力という観点からはやはりＡ案の方が私はいいのではないか。 

 ただ、最終的に、ではＣ案をどうするかというところで、そこが私も悩まし

いところですが、私はやはり少なくとも現行法の理念は公正取引委員会の高度

の専門性、それから私は行政処分としての柔軟性という観点がもうちょっと入

っていいのではないか。この専門性と柔軟性という２つの観点が入ることによ

って、私は現在の行政審判としての意義というのはなお存続していると考えて

おります。 

○塩野座長 確認ですけれども、指名停止は談合の問題ですね。それ以外に何

か迅速性ということで行政処分として出しておかなければいけない例というの

はないですか。 

○西田委員 それはないと思います。 

○根岸委員 排除措置命令について迅速性ということがどういうふうに要請

されるかということですが、それは独占禁止法違反の行為全部に私は当たると

思います。たまたま今は立入検査をしたらやめるとか、そういうことはありま

すが、しかしそれは事実上やめるわけで、それはやめないこともあるわけです。

もしやめければずっとカルテルや談合はずっと続くわけで、これは競争秩序を
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ずっと侵害することになります。 

 また、排除措置命令というのも終わっても既往の違反行為として措置を命じ

て、前に村田委員が問題だとおっしゃったような取締役会の決議だの、営業職

員を配置しろとか、そういうようなことも命じているわけですね。それをもし

命じたらそこで効力を発生するわけで、したがって排除措置命令の迅速性は全

般的に私はあるのであって、略奪的価格設定のような場合にだけそれがあると

いうことではないと思います。 

○塩野座長 そこの議論をやってきますと難しい問題は、担保措置は刑事罰で

すね。執行力はないわけですから。 

○根岸委員 建て前は、それ自身で効力を発して過料があって次に刑事罰です

ね。そういう仕組みになって、それが出ることによって指名停止でなくても社

会的にそれはやはり大きなあれがあるわけで、それは早くやらないと、もしや

らないでずっといればカルテルの談合もずっと続いてしまうわけですから非常

に大きな損害だと思いますので、やはり排除措置命令は迅速にやらなければな

らないというのが基本だと思います。 

 それから、課徴金についても塩野先生のおっしゃることはわかりますが、増

井委員と西田委員のおっしゃっているような面もあるということで、こちらは

全然迅速性は関係ないということではない。やはり抑止力との関係で、関係が

あると私は思います。 

○村上委員 そこは逆に実態からいうと、カルテルで公正取引委員会が立入検

査なり検察庁が捜査に入って、その後カルテルが続いているという事案は私は

聞きませんし、これはヨーロッパでもないので、その時点でカルテルは崩壊す

るというのが実態だろうと思います。それこそ検察庁が捜査で入って、公正取

引委員会は立入検査でやって、それでもなおかつ続いているカルテルというの

はないと思います。 

 したがって、私はカルテルはその時点で崩壊すると言ったらおかしいですが、

実態はなくなっているので、もちろんその後、念のためにそういう組織を解散

しろとか、再犯がないようにするような措置を決めるというものはあり得ます

し、それからペナルティの金を科すというのはありますけれども、実際の命令

もそういう形で出ているというように認識しています。 

○根岸委員 でも、それは公正取引委員会が放っておくのですか。 

○村上委員 ただ、時間は急がないという意味で言っているわけです。 

○塩野座長 今のお話でちょっと気になりますのは、そのときの手続をどうす

るかという問題があって、今のことは公益だけの御発言なのですね。公正取引

委員会というのは公益のためにやっておられるわけですけれども、その公益を

振りかざして処分によって侵害を受けている人をどうするか。あるいは、侵害
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を受けそうな人をどうするかという問題です。 

 ただ、私もちょっと聞いたところではアメリカの適正手続で、しかしその原

則を破ってもいいのはどういう場合かというと、非常に単純にクイックネスだ

とのことです。ただ、その場合のクイックネスというのは、行政処分はすべて

クイックネスであるということではなくて、やはり特別のクイックネスという

ことを要求しているのだと私は理解いたしました。 

 先ほどから迅速性ということをしつこく聞いているのはそういう趣旨なので、

適正手続ということを振りかざす以上は、一般的なクイックネスではなくてこ

ういう点のクイックネスということを言わないといけないと思いまして、今の

お話では御時世によって指名停止などというのは確かにそうだとも思いますが、

そうでないところでどの程度のクイックネスが必要なのかということをお聞き

しているわけです。 

 私のアメリカの理解がおかしければ、中川さんあるいは宇賀さんからどうぞ。

続いて、今のところを行政法学者の点から見てお話をいただければと思います。 

○宇賀委員 審判制度の手続の在り方についていろいろな方の御意見を伺っ

ていまして、それぞれもっともだなというところはございます。 

 私もＡ案、Ｂ案、Ｃ案の３つの中で、Ａ・Ｂ案と、それからＣ案というのは

基本的な対立軸になっているだろうと考えております。Ｃ案の考え方も、立法

政策としてはあり得るだろうと思いますが、やはりＣ案を採るときに１つ考え

なければいけない問題があると思います。確かに裁判所はそれなりの体制を整

えれば専門的な判断は十分可能だと思います。その面ではＣ案がいうように、 

裁判所で対応できる問題もあると思いますけれども、訴訟の場合には適法、違

法の問題に審査の範囲が限定されるのに対して、行政上の不服申立てであれば

当不当の問題も含めた審理ができます。 

 したがって、どういった排除措置が適当なのかということについて、適法、

違法の問題に限らず、当不当の問題も含めて専門機関である公正取引委員会が

審理をするということには意味があるのではないかと考えております。 

 Ａ案とＢ案との関係というのは、私はかなり相対的な問題だと思っておりま

す。ただし、このまま何もせずにＢ案という選択は問題かなと考えています。

Ａ案は、従前の制度の下でいろいろな問題が生じていたという立法事実を踏ま

えた改正ですので、Ｂ案を採るということになれば、Ｂ案の下で生じていた問

題を解消するような措置が講じられるかどうか。法制的にも実務的にもそれが

可能かどうかという点の検討が必要になってきて、それが可能ならばあり得る

選択肢だろうとは思います。 

 それから、Ａ案を採る場合であっても、現行の事前手続がこのままでいいと

いうふうには必ずしも考えておりませんで、現在の手続は行政手続法の類型で
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言いますと聴聞の手続と弁明の機会の付与の手続の中間的な部分がありますけ

れども、もう少しそこのところについて手続面で事前の手続を充実するという

ことは考えていいのではないかと思っていますので、その意味ではＡ案もＢ案

も私はそれほど根本的な差があるものではないのではないかと考えています。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。 

 では、松井委員、それから浜田委員どうぞ。 

○松井委員 私は法律は全く素人なので、全然別な観点から述べさせていただ

きたいと思います。 

 今回、この懇談会で議論しているものとして、審判制度ということが一要素

であって、１つは違反金というのを重くしていこうとか、あるいは違反金を課

する行為類型を拡大していこうという議論がなされている中で、企業がやや疑

心暗鬼になる。何でも公正取引委員会がいいと言ってしまうと取り締まられる

のではないかということで、ある意味で萎縮効果が出てくる可能性がある。そ

れをある意味で和らげるためにも、適正手続というのを目に見える形で打ち出

すというのは効果のあることなのではないかと思っておりまして、そういう意

味ではＣ案というのも一つ考えられる方向なのかなと。 

 ただ、これはＣ案だけを取り上げて、Ａ案Ｂ案もやめてＣ案の方に移行しよ

うというのではなくて、行為類型の拡大とか厳罰化というものとセットという

中での条件付きの意見ということで、簡単ですが、以上です。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。 

 では、浜田委員どうぞ。 

○浜田委員 適正手続と迅速性をどのように両立させ得るのかはなかなか難

しい問題で、私も本当のところは迷ってばかりというところが実情です。基本

的には、根岸委員がおっしゃったようにＡＢ案か、Ｃ案かと分けた場合に、現

段階ではＡＢ案を基本として考えた方がいいのではないかと思っております。 

 なかなか微妙な問題であるだけに、今までなかったすっきりとした制度に大

幅に変えたら、すぐにうまくいくという保障は全然ないというのが事実なので

はないか。やはりこういう問題についてはひとつひとつ試行錯誤を重ねていか

ざるをえません。一歩一歩ここを変えてみた、あちらも変えてみたということ

の積み重ねの中で日本的な微妙なバランスを取っていくというプロセスが今、

進行中であるわけですから、現在は、大きなモデルチェンジをするよりは、も

う少し更にいろいろな工夫を地道に積み重ねていくということでよろしいので

はないかと思います。遠い将来には、大体うまく動くようになってきたからも

う少し制度をすっきりさせる改変をしようということはあり得るかと思います

けれども、現段階ではＡＢ案の中でさらに工夫していったらいいのではないか

と思います。 
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 多くの皆様がおっしゃっていますように、Ｂ案にそのまま戻るという選択は

あり得ません。今回の改正はそれなりに大きな意味を持っているわけですから、

元のままに戻るということはあり得ない。それから、Ａ案においても、やはり

事前手続にもう少し工夫の余地はないものかというのが衆目の一致するところ

だと思います。 

具体的にどうするのかということを考えるときに、なかなかよい知恵も浮か

ばないのですけれども、１つ気になっておりますのが、増井委員がご指摘にな

られた延滞金の問題です。これはやはりＡ案、Ｂ案を採るかどうかとは別に、

少し考え直してよい話なのではないか。基本的に不法行為と同じような発想で

もってとらえるということは十分あり得る。ただし、その場合には、違法な行

為があった時点から 14.5％ではなくてせいぜい５％、６％のどちらにするかと

いうくらいの話だとは思いますけれども、一度そういうことを考えてみてもよ

いと思います。 

 もちろん違法な行為がいつ行われたかについては、たとえば交通事故であれ

ば時点がはっきりしますけれども、独占禁止法の違反行為の場合には難しいで

しょう。どこからスタートさせるのか、何か技術的な仕組みを設けておかない

と動かないと思いますが、起訴をした時点から罰金刑に延滞金が付くよりは、

不法行為時点からという発想をベースに組み立て直すことも検討してみてよい

のではないかと思います。 

 ただ、それさえ手当てすればＢ案でいいのかといいますと、なかなかそうで

もないのではないか。排除措置命令の問題もございますし、指名停止も談合な

どについては、実はこれは附随的とか副産物とは言いながら実際には大きな意

味を持ちます。防御する権利はしっかり認めていかなければならず、不当な処

分であってはいけないけれども、駆け引きをしやすい仕組みではない方がいい

のではないか。企業にとって、タイミングが重要になることは多いと思います。

延滞金の問題ももちろんありますけれども、どの時点で排除命令が出るのか。

どの時点で指名停止処分を受けるのか。そのタイミングについて、駆け引きの

余地の大きい仕組みではないようにする方がよいでしょう。その意味でも、迅

速性は重要になるわけですから、せっかく今回変えましたＡ案をベースにしな

がら、事前手続の工夫をもう少ししてみたらどうかと思います。 

 ２番目の論点の審判官の在り方については、Ａ案であればなおさらのこと、

公正・中立な事実認定判断についての信頼性を向上させるために、独立性につ

いて、現在は規則に書いてあることでございますけれども、法律に規定したら

よいのではないかと思います。それから法曹資格者が担当審判官に含まれるよ

うな運用を更に強化していっていただくことは是非お願いしたいところです。 

 事前手続における証拠開示の問題も、基本的にはやはりａ案的な形でもう少
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し慎重な手続にして、もう少し防御の余地の大きいものにするのがよいと思い

ます。 

もっとも、審査官にしてみますと、手持ち証拠を全部開示していくというの

では、なかなかこれまた大変なのではないか。企業に有利な証拠も持っている

のに審査官が隠しているのではないかと思って、企業がそれを知りたいという

こともあるでしょうけれども、企業の方からしますと、あのことはばれている

けれども、このことはまだばれていないことが分かった。ばれていないことに

ついては、この際ずっと口をつぐんだままの形で最後までいこうというような

駆け引きの余地が出てくるとすれば、これは余り望ましいことではありません。 

 例えばアメリカなどでは、アムネスティプラスという制度が有効に機能して

いると聞いています。社内調査でいろいろと調べていくと、ずるずるといろい

ろ出てくることもあるでしょう。そこで、当初の案件の調査中に、ほかにもな

いかを調べて早く言ってくるのであれば特典を与えるが、隠していたものが後

でわかると制裁が強くなるという仕組みにしておく。そういう制度が役立って

いると聞いておりますので、ａ案を採るとなればなおさらのこと、公正取引委

員会の方の手持ち資料もしっかりと見せていただく代わりに、企業側も駆け引

きでもっていろいろ隠していたら、後で課徴金が更に加重されるというような

制度を考えるなど、何らかの工夫が必要なのではないかと思います。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。村田委員、榧野委員、小林委員

とお願いいたします。どうぞ。 

○村田委員 先ほどからの迅速性に関する議論の中で、指名停止が迅速性の効

果として適切だというお話がございましたけれども、私はそうはではなく、全

く別の次元の話だと思っております。 

 要するに、指名停止というのは、発注者である官庁あるいは自治体が、公正

取引委員会の処分を受けた企業に対して、この企業は入札業者として不適切だ

ということで、指名停止なり営業停止という措置を課すわけですから、それが

別にどのタイミングで行われたとしても、発注者自らが適切と判断される時期

に課せばよいことであって、それが公正取引委員会の処分に伴う迅速性のため

に必要不可欠な効果とは考えられないと思っております。 

 それから、指名停止は、あくまでも発注官庁と企業、つまりＢtoＧの話であ

って、これまたＢtoＣの対消費者との関係で何か問題になるかというと、それ

も問題にはならないのではないかと考えております。 

 先ほど村上先生からも、普通は立ち入りがあれば企業はその時点で違反行為

をやめるというお話がございましたけれども、私も同じ見解でございます。唯

一の非常に数少ない例外に当たるのが橋梁談合の事件で、12 月の刑事課長から

のヒアリングの御説明のときの資料にもございましたように、立入り後も依然
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談合を継続していたということで、非常にその悪質性が問われたわけですけれ

ども、普通は立入りの時点で、企業は、カルテル談合だけではなくて、例えば

再販売価格維持の事件についても、その時点でやめることが殆どだと理解して

おります。だからこそ公正取引委員会の従来であれば排除勧告、現在であれば

排除措置命令の主文の中にも、「いついつまでに取りやめていることを確認す

る」という形で、表現されていることが多いということだと思います。 

 審判制度の在り方に関するＡ案、Ｂ案、Ｃ案いずれがよいかということにつ

きまして、私はやはりＣ案がいいのではないかと思っております。現在の審判

制度については、今日、冒頭に松山局長の方から、審判制度は適切に運用され

ているということで御説明がございましたが、当初の委員会の判断とは異なる

審決案が作成される場合があるとか、審決案における審判官の判断と、審決に

おける公正取引委員会の判断が異なる場合もあるということで、実例が示され

ておりましたけれども、これは結局全体の審判審決の中ではごく一部にしかす

ぎないわけでして、やはり審判官の独立性という観点からは、被審人と審査官

から独立していればそれでいいということではなくて、もしこの審判制度を維

持するのであれば、実質的にも委員会自体からの独立性が保障されていなけれ

ば審判を行う意味がないのではないかと考えております。 

 やはり委員会は一度その違反の存在を認定しているわけですから、そういう

心象と予断を持ってその事案を検討するということになるわけで、そのような

委員会が審判官に対していろいろな指示をしたり、関与するということが適

正・公正であるという保障は残念ながらないのではないかと懸念しております。

そういう意味で、委員会に対する審判官の独立性を保障しないまま審判制度を

維持するのは非常に困難なのではないかということで、Ｃ案という意見でござ

います。 

 あとは、証拠開示につきましてはやはりａ案で、実際に審判官の手持ち証拠

をすべて開示した上で企業側の防御権を保障すべきであると考えます。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。指名停止の件は、根岸論文をお

読みになってもいいと思うのですけれども、大変な効果があったというふうに

書いてあったりいたしますので、いろいろな議論はあるようですね。 

○村田委員 指名停止の問題点につきましては、特に自治体の指名停止が非常

に安易に、また恣意的になされているという実態を、この懇談会でも何度か、

申し上げたことがありますが、排除勧告の時点と、課徴金納付命令と、審判開

始決定の公表時点、そして審決時点と、同じ事案について何度も指名停止がな

されるということが常態化しておりますし、警告に対しても指名停止がなされ

ることがあるということでございます。これらの指名停止の処分の在り方自体

が見直される必要性があると考えております。 
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○塩野座長 どうもありがとうございました。 

 それでは榧野委員、小林委員お願いします。 

○榧野委員 私の意見としてはいろいろ迷うところもあるのですが、基本的に

はＡ案ということです。 

 理由は根岸委員が言われたこととかなりダブりますので省略しますが、付け

加えるとすれば独占禁止法違反の重大な事案は今後、かなり刑事告発されて司

法当局の手にゆだねられる。そうなれば、当然起訴されて地裁にいくわけです

ので、重大事案はそうやって処理されるであろう。審判に係るのは、あくまで

も行政処分の場合ですので、行政処分が軽いとは言いませんけれども、公正取

引委員会の中の審判制度をやってもいいのではないかという感じがいたします。 

 ただ、先ほどから議論が出ていますように、自分で取り上げて自分で判断を

下すということに関してはやはり抵抗感を感じております。ですから、審判官

の在り方に関することなのですが、現在７人審判官がいて４人が法曹資格を持

っているということですね。それで、残り３人は公正取引委員会のフロパーの

職員がついているという状況だと思うのですが、基本的に法曹資格者を全員に

するのが一番望ましいのでしょう。ただ、そういかなくても残り３人を公正取

引委員会職員のプロパーではなくて、例えばここにいらっしゃるような学識経

験者とか、そういう方を任命することで、かなりの中立性が保てるのではない

かと私は思います。 

 それから、結局は公正取引委員会の中で出る結論でしょうと言われればそれ

までなのですが、審判官を中立にすればその方たちが、委員会がこうだからと

いって自分たちの意見を曲げるということはないのではないかと思いますので、

ともかく、その結論を出していただく。それを更に公正取引委員会の委員会が

違うという結論を出せば、当然これは公表されるわけですから、審決案と審決

がなぜこんなに違ったのかということを世間にさらすというのでしょうか、ど

ちらが正しいのかということを社会的に見てもらうことも、審判制度を正当に

作用させる要素になるかと思いますので、基本的には私はＡ案でいいと思いま

す。 

 それから証拠開示ですが、これは私はＢ案でいいのではないか。こんな平た

い言葉を言っては何かもしれませんが、摘発する当局が最初から手の内をさら

す必要もないのじゃないか。それは審判の中でやっていけばいいと私は思いま

す。 

○塩野座長 Ａ案とＢ案のところで、Ａ案がいいというのは……。 

○榧野委員 Ｂ案ですとかなり改正前に戻るという感じがありますし、私は改

正案の方が正当性があると思っていますので、Ａ案の方がいいということです。 

○塩野座長 ありがとうございました。 
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 では、小林委員どうぞ。 

○小林委員 基本的に、現行方式の迅速性というのは高く評価できると思いま

す。これまでもいろいろ議論がありましたように、Ｂ案において迅速性を担保

することが出来ればＢ案でいくということも考えられるとは思いますけれども、

旧方式のＢ案において審判の増加とか長期化が起こったということについては、

単純に課徴金の支払のタイミングですとか指名停止等のタイミングの問題以上

に、企業規模に応じていろいろ複雑な問題があると思うのです。それを解決す

るよりは、むしろ現行方式のＡ案の部分の事前手続の適正性の向上を図る方が

より現実的ではないかということで、基本はＡ案に賛成です。 

 ただし、審判官の独立性ということにつきましては、現状の組織の仕組みの

まま独立性に関する疑念を完全に払拭するということは困難だと思います。そ

の意味において、一部Ｃ案を取り上げて、審判の途中であっても裁判所に行く

という選択権を与えるという考え方もあるのではないか。 

 では、何で最初からＣ案ではないのかといいますと、恐らくすべての不服処

分が裁判所にいくような事態が発生しますと、今後違反金について今の課徴金

制度よりも複雑な仕組みになっていく可能性を考えますと、裁判所で経済実態

に精通した調査員を相当数持たなければ実際に対応できないような状態になる

でしょう。そういったことを考えますと、その辺の専門性を持っている公正取

引委員会の機能を重視すべきであるという考えに基づいて、あくまでもＡ案で、

ただし審判官の独立性に対する牽制という意味で、裁判に持っていく選択権と

いうものを考慮する選択肢もあるのではないかと思います。 

 それから証拠についてですけれども、正直これはａ案、ｂ案のどちらがいい

のかわかりません。ただしａ案について１点の懸念は、仮にマスキング等をし

たとしても、やはり内々の話ですから実際にはどこの誰が情報を出したのかと

いうようなことを推測することは可能であると考えます。そうしますと、実際

には同業仲間の関係を気にして、ａ案にしたために出てくるべき証拠が出てこ

なくなるという懸念があります。はっきりａ、ｂのどちらがいいのかというこ

とは言い切れませんけれども、何となくｂの方が妥当なのではないかと考えま

す。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。 

 日野委員、どうもお待たせいたしました。 

○日野委員 私はちょっと視点が違うのですが、その理由は課徴金制度を導入

したときに従来の排除措置と手続を一緒にしたというのがそもそもの問題の根

源ではなかったかと思います。だから、課徴金制度を導入するときに排除措置

命令と同じような手続でいいのかどうかということをもう少し検討すべきだっ

たのでしょうが、そこを従来の手続に乗せてしまったということが今回のこの
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大きな問題になっている一つの原因かと思っております。 

 私は、全体的な我が国の法体系の中で課徴金制度がどういう位置を占めるべ

きかということについては、いつも証券取引法の話を出して恐縮ですけれども、

証券取引法の課徴金の納付命令と同じような手続にすべきである。少なくとも

課徴金の納付命令についてはですね。つまり、証券取引法上は内閣総理大臣が

開始決定をすることになっているわけです。それは、事前に国家行政組織法上

の８条機関である監視委員会からの勧告を受けて内閣総理大臣が開始決定をす

ることになっているわけです。 

 組織論的に言いますと、もう御説明するまでもないと思いますが、公正取引

委員会の委員長というのは内閣総理大臣によって任命されているわけです。そ

の内閣総理大臣ですら自らＡ案のようなことはやらない。Ｂ案でやっているわ

けです。ですから、少なくとも内閣総理大臣によって任命されている公正取引

委員会の委員長や委員であれば、当然のことながらやはりＡ案でなくてＢ案の

ようなやり方を課徴金制度においてはとるべきではないかと思っております。 

 迅速性も、課徴金についてはそれほど重要だとは考えておりません。むしろ

迅速性は排除措置命令のポイントであり、迅速性を重んじるとすればＡ案のよ

うな方法でもってやるべきではないかと考えております。 

 先ほどカルテルについて立入検査があると消えてしまうようなことを言って

おられますけれども、私はそうだとは思いません。これは雲散霧消するもので

はなくて、例えばゴルフの会であるとか、あるいは飲み会であるとか、何もわ

ざわざカルテルを結ぶという名目で集まるわけではありませんで、ばい菌のよ

うなものです。ゴルフ会であったり、飲み会であったり、いろいろな名目で集

まることができるわけですから、名目さえ違えばカルテルが解消してしまった

のかというと私はそうではないと思います。立入検査があったからカルテルが

自動的に解消すると事実認定するのは誤りであると思います。 

 そういったことからしますと、私は少なくとも排除措置についてはＡ案で、

課徴金についてはＢ案のような分離的な手続をとることができないかと考えて

いるということを申し上げておきたいと思います。 

 それから、ディスクロジャーの問題についてはＡ案の方がベターかと考えて

おります。以上でございます。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。 

 では、古賀委員どうぞ。 

○古賀委員 私もこれまで、処分機関と処分の審査をする機関が同一であるこ

とに対する不信感という発言をしてきたわけでございますけれども、独立行政

委員会である公正取引委員会の設置の趣旨や、現在の役割あるいは判断の統一

性みたいなことは片一方では尊重すべきではないか。根岸先生の言われるＡ、
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Ｂ、Ｃということであれば、やはりＡ、Ｂの側での改革が必要ではないかと今、

議論をいろいろお聞きして思っております。 

 最終的にＡ、ＢどちらかということからすればやはりＢ案、特に審判のいた

ずらな増加・長期化を防止するための所要の措置を講ずる。これがどこまで具

体的にできるかがポイントであると思いますし、そういう意味では例示もあり

ますし、先ほどの議論みたいなことがどこまで具体的に深掘りができるかとい

うところにかかっているのではないかということを申し上げておきたいと思い

ます。以上です。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。 

○村田委員 先ほど小林委員から御説明があった証拠開示に関する御意見で、

ｂ案の方がいい、なぜならば、ａ案でいけば出てくるべき証拠が出てこなくな

る可能性があるからとおっしゃった趣旨がよくわからなかったのでお伺いした

いと思います。といいますのは、あくまでも議論の前提になっている証拠とい

うのは、公正取引委員会が立入りなどをして実際に公正取引委員会の手元にあ

る資料のことを言っているわけですね。ですから、ａ案で進めた場合に、追加

で出てくるべき証拠が出てこなくなる懸念というようなことはないのではない

かと考えております。 

○小林委員 出てくるべき証拠はその１件の件ではなくて、それ以降に同じよ

うな企業が関わるような事件があった場合、例として一度証拠として何か出ま

した。それがほかの自分たちが一緒に談合なり違反を行った人たちにマスキン

グ等をして見えたとしても、実際に一緒にやっていた人たちにしてみれば、こ

れはどこから出たのだなということはかなり想像がつくと思います。人間関係

ですから、そこで何らかのプレッシャーがあり、あるいは逆の立場になったと

きのことを考えて、もちろん公正取引委員会が入って押収していったものはと

もかくとして、やはり自分たちで積極的に証拠を出していくというような姿勢

の逆にマイナスになるのではないかという意味で申し上げました。 

○村田委員 しかし、そういう意味では、あくまでも１つひとつの事件の中で、

公正取引委員会が立入りをしたときに押収した書類の議論だけを今行っている

と思いますが。 

○小林委員 はい。ただ、リーニエンシーとかもろもろありますから、公正取

引委員会に対してどれだけ協力をしていくかということが今回全体の問題です

から、その中で逆にマイナスになる可能性があるのではないか。私もａ案、ｂ

案で、ｂ案がいいと言っているわけではなくて、これは非常に難しい問題です。

ただ、そういった視点もあるのではないかということで申し上げました。 

○塩野座長 聞き取り調査みたいなものですね。ほかの第三者の企業の聞き取

り調査で、そのメモがこちらにある。それを出されるということになると、話
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しませんということになる。その話は情報公開のときにもさんざんやったとこ

ろなので、情報公開にもちょっと穴が空けてあるところがございますが、今の

御議論もそういったところですので、十分踏まえてこれから考えていきたいと

思います。 

○金子座長代理 既にいろいろな議論が出て、もう出尽くしたような気もいた

します。対立軸としてはやはり皆さんがおっしゃるようにＡ・ＢとＣというこ

とであろう。その場合にどちらを採るかというと、今までの公正取引委員会の

役割、それから機能ということを考えるとＡかＢということになると考えます。 

 しかし、Ａ、Ｂについて、Ｂはまったく前と同じかたちに戻るという形かと

いうとそうではなくて、幾つか改善をしてないといけない。Ａ案の現行法制に

ついても問題が指摘されていますので、どこをどういうふうに直すのか。その

上でＡとＢを考量することになるのではないか。 

 それから、公正取引委員会の調査、審査と、それから判断の問題ですけれど

も、現実にどういう形で事件処理を指揮し、そして判断にどういう形で関わり

合っているのかが必ずしも外から見えにくい形になっている。実際に今日お話

を伺うと、必ずしも審判官に対して具体的に指揮をしているようでもなさそう

です。その辺りの手続というのでしょうか、あるいは処理の仕方というのでし

ょうか、ある程度の透明性の確保が必要になってくるのではないでしょうか。 

 行政組織で言いますと、金融庁等では銀行検査につきまして、検査手続に基

づく判断、それから処分等について内部のルールをつくり、これを公開して一

般から意見を聞いた上で確定し、それに従っておりますし、何らかの形での透

明性の確保は図っていく。その上で、審判官の地位の信頼性の確保ということ

を図ることが必要だと考えます。 

 独立性の問題については被審人、企業、それから公正取引委員会の審査に当

たった職員間の独立性ということがありますけれども、もう一つやはり審判官

について委員会からの独立性もあり得るのではないかと考えます。ですから、

委員会から独立に判断ができるようなシステムになっているのかを考えていく

必要があるのではないかと思います。以上です。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。 

 そこで、せっかくここでも外国法の話がいろいろ出てきましたので、取り分

けこの審判制度はアメリカから入ってきた制度ですが、アメリカ人が今の議論

を聞いていてどう思うだろうかというのを中川さんに質問していいですか。 

○中川専門調査員 １つ、アメリカ人ならば恐らく逆の議論をするのではない

かと思うことがあります。緊急性という意味ではなくて、それなりの時間内で

処理しなさいという意味での迅速性の観点からすると、恐らくＣ案は、むしろ

問題があるのではないかと思うのです。処分が出ても、争う企業は争うわけで
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す。そしてＣ案であれば実質的証拠法則は制度上とり得ませんから、地裁はも

ちろん、高裁であっても理屈のうえでは新たな証拠が出せるのですね。そうし

ますと、５、６年は当然にかかるということになろうかと思います。 

 それに対してＢ案やＡ案の場合は、準司法的手続でありますので、先ほど諸

石委員が嫌だとおっしゃった実質証拠法則が維持できますので、とにかく公正

取引委員会に全部出さないと後からは出せない。そういった意味では、事実認

定は一審制なのです。公正取引委員会で終わってしまう。だから早い。そうい

った意味で、準司法的手続と実質的証拠法則の組み合わせは、迅速性がある。

１か月、２か月というほど早くはないかもしれませんが、公正取引委員会の後

は裁判所で法律問題だけ扱うということになります。ほとんどの事件は、法律

問題よりは事実問題が多いと思いますので、そうすると、Ａ案やＢ案の方が迅

速ではないかと思うのです。先ほど、Ｃ案のほうが早いという議論がありまし

たので、私は逆ではないかと思って聞いておりました。 

○塩野座長 それだけですか。 

○中川専門調査員 それではもう一つ申しあげます。Ａ案・Ｂ案のグループ、

対、Ｃ案の対立軸ですけれども、先ほど、準司法的手続と実質的証拠法則の組

み合わせのある前者のほうが迅速だということを申しました。もう一点、重要

なポイントは、立法政策として、競争法の問題は裁判所が中心的フォーラムに

なるべきなのか、公正取引委員会が中心的フォーラムになるべきなのかという、

非常に根本的な問題があると思います。ここは、私はよくわかりません。ただ、

どの国でも必ずしも裁判所がなっているわけではないというのはどういうこと

なのか。まさに競争法の専門の方に伺いたいところですけれども、最後はそこ

ら辺の非常に難しい問題に入ってくるのかなという気はします。 

○塩野座長 アメリカ人がＡ案のように２度やるというのは、感覚はどうです

か。 

○中川専門調査員 行政処分を公正取引委員会の名前で出しているというこ

とは、日本的に言うと異議申立てですが、異議申立ては行政不服審査の検討会

の方でも基本的には審査請求の方がいいじゃないかという議論があるようです。

それと一緒で、実際には例えば審判官の独立性をもっと高めれば、審判請求は、

形は異議申立てだけれども実質は違うという理屈はあり得ようかと思います。 

 ただ、それはそこをかなり説明しないと、見たところは同じ行政機関が自ら

した決定を見直すわけですから、中立性という点では水準が下がると見られて

も仕方がないというところはあると思います。 

○塩野座長 その点は常に増井委員が、そこはもう飲み込むということで私も

そうだと思うのですけれども、今お伺いいしたのはＡ案でいろいろ御議論のあ

るように整備しなさい。そうすると事前で整備して、それからまた審判という
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ものについてアメリカ人はどういうふうに反応するか。 

○中川専門調査員 中途半端に前に処分前に１回手続をやって、もう１回審判

手続をやるというのは、結局全体として迅速性に欠けると思うかもしれません。

それならば、どちらか１回でいいのじゃないかというように反応するのではな

いでしょうか。気を付けなければいけないのは緊急の場合で、緊急の場合は例

外的ではあってもあり得る話ですから対応が必要です。裁判所への緊急停止命

令を拡充するか、あるいは裁判所ではなくて行政上の仮決定みたいなものをつ

くってもいいのかもしれません。 

○塩野座長 専門調査員の御二方、フランス、イギリスの方で何かコメントが

あればお願いいたします。あるいはＥＵということで、ではＥＵの方から聞い

ていきましょうか。 

○今井専門調査員 ＥＵの方ですと、このＡ案、Ｂ案、Ｃ案というフォーマッ

トによりますと、先ずＢ案に近いイメージがあります。ヒアリングオフィサー

という人が関与して、最終的な処分を出す前に調整をした上で処分を出し、そ

の後、また異議があると、ここで言うＣ案のように裁判所に申立てをするとい

う形が採られておりまして、最終的には、先ほど小林委員がおっしゃったよう

な、Ａ案ないしＢ案にオプションとしてＣ案を乗せているというイメージを持

たれるとわかりやすいかな、という気がしております。 

 そして、その際の良い点は、村上委員も今日強調されたところでありますし、

前に私もお話をいたしましたが、ヒアリングオフィサーという人が組織的には

日本で言うと公正取引委員会の職員ではあるのですけれども、中立性を担保し

ながら事業者言い分を聞く。そして、それを最終的な決定機関に上げていると

いうことでして、随分ガスの抜け方もよくなっておりますし、また証拠の開示

もそこでなされておりますので、もちろん後で第一審裁判所に訴訟が提起され

るのがほとんどなわけですけれども、そうでないものも存在するのでありまし

て、かなりこのＡ案、Ｂ案、Ｃ案のよいところを取っている制度ではないかと、

個人的には思っております。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。 

 イギリスは一遍御報告があったところでございますが。 

○今井専門調査員 これは、そもそも審判制度あるいは裁判所制度自体がかな

り違っておりますので、当面は今日の村上先生の御説明で構わないと思います

が。 

○塩野座長 川出さんは何かありますか。 

○川出専門調査員 ドイツは、競争制限禁止法違反に対する行政処分について

も、一般の行政処分と同じ扱いをしていますので、その点で、この議論の参考

にはなりません。あえていうと、ドイツの発想からすれば、先ほどの話で、行



 44

政処分である以上は、自分で取り上げて自分で判断するのはある意味で当然だ

ということであれば、その中で手続を整備するにしても、どうして審判という

かたちにしなければだめなのかということになるのではないかと思います。 

○村上委員 今、今井専門調査員が言ったＥＵのヒアリングオフィサーによる

ヒアリング手続というのはやはりＣ案だと思います。ＥＣ委員会でやっている

のは間違いなく事前聴聞手続で、決定を出す事前手続を、しかも審判でない緩

やかな形、書面手続でやっているということで事前聴聞になります。 

 それから、中川さんの言われたアメリカの行政審判に対する評価というのは

実質的にいろいろ分かれますけれども、私も連邦取引委員会には数か月、実際

に滞在にして審判を見せてもらいましたが、私の伺った話ではむしろアメリカ

人の間でも行政審判というのは評価が高くないということでしたし、そういう

印象を持ったもので、それが個人的な体験になります。 

○塩野座長 その点について、何か宇賀さんか中川さんからコメントはありま

すか。 

 要するに、アメリカ人の場合には基本的に歴史的に自分たちが培ってきたも

のを動かさないのですね。ドイツがこうやっている、フランスが、韓国がこん

なだ。では、アメリカの今までのものはやめようなどという発想にはならない。

そこが日本法との一番大きな違いで、その点で我々が戦後取り入れてきた公正

取引委員会の 60 年の歴史で、組織も独立しているし、行政審判というものにつ

いてやってきたことをどういうふうに見るか。あれを失敗だったと見るのは、

それはそれでまた一つだと思いますけれども、そこのところの評価の点をアメ

リカ人はどう見るかと思ったのですが、アメリカ人はなかなか動かないですね。 

○中川専門調査員 陪審制などもそうで、なかなか動かないですね。ＦＴＣの

権限も、もともと裁判所が持っていた権限ですから、それについての準司法的

手続を廃止するというのは、やはりそう簡単にはできないということです。 

○塩野座長 そうですね。もともと裁判所の権限なものですから、そこが日本

人がなかなか理解し難いところなんですけれども、公正取引委員会の独占禁止

法のスキームはそれを前提にしないと緊急命令もそうですし、なかなか理解で

きないところがあるということも材料として申し上げておきたいと思います。 

 それからもう一つ、今まで出てこなかった行政手続法の 27 条で、聴聞を経て

された不利益処分については不服審査法により異議申立てをすることができな

いという基本的なルールがありますね。あれは、聴聞をやった以上は普通の処

分とは違うので、行政不服審査法のようにもう一度異議申立てをするという道

はありません。そういうのが基本ルールです。 

 ですから、今度の独占禁止法の改正はこの行政手続法の基本ルールとは違っ

た独自のものだと理解しております。 
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 そこで、大分時間がたちましたので、何か御発言があればお伺いしますけれ

ども、もし御発言がなければそろそろこういう形でワーキンググループで議論

をさせていただきたいということを申しますが、いかがでございましょうか。 

 別に星取り表をしたわけではございませんけれども、このＡ、Ｂ、Ｃのスキ

ームにおいて組合せでいくとやはりＡ、Ｂが１つの組合せでＣはそれなりにか

なり違うものではないかというのが一般的なお考えでした。もちろんＣとＢも、

今ＥＵの関係でもありましたように全く切り離されたものでもありませんし、

それからなるべく早く裁判所にという点では別の組合せももちろんあり得るか

とも思いますけれども、大きく分けるとそういうことになります。 

 そうしますと、数を数えたわけではございませんけれども、どうもＡ・Ｂの

組合せで１つ、Ａの利点あるいはＢの利点、同じく逆転、欠点とありますが、

それを議論してみる必要があるのではないか。しかし、Ｃは立法論として、あ

るいは今後の国際情勢の動向等から見て、決してこれはこの際すべて捨て去る

ものではないであろうということについてもそう御反対はなかったと思います。 

 そこで、私の提案でございますけれども、ワーキンググループにおきまして

はＡ案、Ｂ案でそれぞれ出てきた問題について精査をし、その場合にＡかＢの

どちらかということで決めることになるのか。それとも、精査した結果をここ

でお見せして取捨選択をしていただくか。これはワーキンググループでの議論

の動向にもよるかと思いますが、そういう作業をまずさせていただいてよろし

いかどうかということでございます。その際、今日言い残したこんな論点があ

ったではないかという点があれば、どうぞワーキンググループの方に事務局を

通じてお寄せいただければ、いつでも承らせていただきたいと思いますが、そ

ういう形で進めさせていただいてよろしゅうございますか。 

 どうもありがとうございました。そこで、今日出た一番の心配は、やはりこ

れだけ議論をしておいてこの検討会に参加していない人から、この論点は抜け

ているじゃないかと言われるのが一番頭の痛いところで、その論点の抜けがな

いようにひとつ皆様も御協力いただきたいし、公正取引委員会事務局の方から

もこちらの事務局を通じて、抜けている論点があれば指摘していただきたいと

思いますが、今日何かここだけは申し上げておきたいという点はありますか。 

○松山局長 特にございません。 

○塩野座長 どうもありがとうございました。ちょうどいい時間ではないかと

思いますので、これでやめさせていただきますが、事務局から次回の案内をお

願いします。 

○別府次長 次回会合でございますが、３月 29 日木曜日でございます。時間

も今日と同じ午前９時半から３時間の予定を取らせていただいております。場

所も本日と同じこちらの内閣府本府３階特別会議室になります。 
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○塩野座長 次回は何でしたか。 

○別府次長 次回は、もしかしたらワーキンググループでひとつ固まったもの

が出てくるかもしれませんが、その前にまだ残った問題がありますので、それ

を最優先でさせていただきます。 

○塩野座長 行政調査が主ですね。わかりました。お手元に前もって資料等は

差し上げますので、よろしくお願いします。 

 今日はどうもありがとうございました。 

（了） 


